
ウォッタくんと仲間たち

第１章　概要



八景水谷送水管布設工事（大正期）

八景水谷送水場（大正期）

第２章　水道事業統計



Ⅰ　はじめに

１　熊本市の都市像

２　日本一の地下水都市

３　上下水道局の役割

熊本市の位置

日本一の地下水都市

国連“生命の水”

　熊本市の水道事業は、大正13年（1924年）の給水開始以来約90年にわたり、安全で低廉な水道水の安定供給に努
めてきました。一方、下水道事業は、昭和23年（1948年）に戦災復興事業の一環として着手して以来約70年にわたり、
生活環境の向上や都市型水害の防止に取り組んできました。各々の道を歩んできた水道事業と下水道事業ですが、
人口増の鈍化、施設の老朽化と更新需要の増加、耐震化などの災害対策（危機管理）、細やかなお客さまニーズへ
の対応、水循環型社会における一体的な取組みの必要性など近年様々な課題への対応が求められています。
　そこで、平成21年度に組織を統合し、上下水道局として新たなスタートを切りました。上下水道事業一体となった効
率的な運営のもと、地下水の採取に始まり、安全でおいしい水を安定的に、しかも廉価にお届けするとともに、お使い
いただいた水を再度きれいにして地球に戻すことにより、「日本一の地下水都市・熊本」の良好な水循環社会の形成
を担ってまいります。

　熊本市は、古くから｢水の都｣ともよばれるように、水環境に恵まれた都市です。
　なかでも、良質で清れつな地下水は、社会活動のうえで種々の用途に利用され
ており、 人口50万人以上の都市で、上水道用水の全てを地下水で賄っているとこ
ろは、全国でも例がありません。また、水前寺、江津湖、八景水谷など、人に潤い
とやすらぎをあたえる水辺環境も豊かです。
　しかし、都市圏の拡大とともに生活水準の向上や産業経済の進展に伴い、水環
境への影響が懸念されます。熊本市では、市民の共通財産である地下水を将来
にわたって守っていくため、昭和51年に｢地下水保全都市宣言｣を決議し、昭和52
年に「熊本市地下水保全条例」を制定しました。以後、地下水流動機構の解明、
白川中流域の転作田を活用した地下水かん養、水源かん養林の整備、雨水浸透
の取り組み、節水市民運動の展開、水文化の保存・継承、地下水質の保全対策
など様々な地下水保全の取り組みを行ってきました。
　こうして、平成20年には、熊本市の地下水の質・量の素晴らしさと、その保全に
向けた取り組みが評価され、第10回日本水大賞グランプリを受賞しました。また、
平成25年3月には熊本市及び熊本地域の地下水保全の取り組みが優れた水管
理の事例として、日本からは初めて国連「生命の水」最優秀賞を受賞しました。

　熊本市は九州のほぼ中央、阿蘇連山と有明海の間に広がる熊本平野に位置
し、水や緑など豊かな自然と先人達の築き上げた旧城下町としての歴史的文化的
遺産と風土を合わせ持つ地方中枢都市として着実な発展を遂げてきました。飛鳥
時代に託麻の三宅郡（今の出水地方）に肥後の国府「託麻府」が設けられ、これを
中心に集落が形作られ大きくなったのが始まりです。
　本市は古くから城下町として栄えてきましたが、その体制が整えられたのは加藤
清正公の頃からです。清正公は、寺院や商家などを国府のある二本木方面から
移転させ、城下町の経営に着手しました。それから明治に至るまでは200有余年
間にわたって、肥後熊本の政治を細川氏が行い九州における有数の城下町とし
て栄えました。
　明治に入っても本市は、九州における政治、軍事の中心として各種の官庁が置
かれるなど大いに賑わいを見せていました。しかし、明治9年に神風連の乱、明治
10年には西南の役と相次ぐ戦禍にみまわれ、特に西南の役では全市街が焦土と
化しました。その後に復興が始められ、明治22年には市町村制が施行、それまで
の「熊本区」は「熊本市」と改められました。大正10年に周辺11ヶ町村との合併によ
り本市の基礎が固められ、九州における政治、経済、教育の中心地として発展を
続けました。昭和20年には戦災により、全市街地の3分の1の面積にあたる中心部
の約363haが焼失しましたが、戦後めざましい復興をとげました。また、昭和28、32
年の大水害も克服し、市民の不断の努力によって今日の隆盛をみることが出来て
います。
　市制施行当時、人口4万2千余人、面積5.55km²あった城下町ですが、数次にわ
たる周辺町村との合併や近代的都市機能の集積によって着実な発展を続け、今
日では人口約74万人を擁し、九州中央に位置する拠点都市として近隣市町村と
共に100万人規模の広域都市圏を形成するに至っています。
　また、平成23年3月には九州新幹線が全線開業を迎えました。その開業効果を
最大限に生かし魅力と活力あふれる熊本を実現するため、市民の求める多様な
ニーズに対応できる都市機能の充実に努め、九州中央における拠点性のさらなる
向上に向け、平成24年4月1日に政令指定都市に移行しました。

Ⅳ　お客さまを真ん中にした事業運営
１　上下水道施設見学者数

２　出前講座等参加者数

３　ホームページ閲覧数

４　アンケート回答者数

５　パンフレット等の作成状況

Ⅴ　検針・水道料金・下水道使用料
１　検針状況

２　水道料金累積収納状況

３　下水道使用料累積収納状況

４　水道料金収納方法別調定件数

５　水道料金改定の変遷

６　共同住宅の料金

７　量水器

（1）年度別設置数

（2）購入状況

（3）量水器出入庫管理状況

（4）隔測メーター設置状況

（5）量水器改良工事施工状況

（6）量水器使用料改定の変遷

８　下水道使用料改定の変遷

Ⅵ　組織・機構（平成30年3月31日現在）
１　機構図

２　事務分掌

３　職員数及び配置

４　勤続年数別職員構成

５　年齢別職員構成

（参考資料）平成３０年度の組織・機構（平成30年4月1日現在）
１　機構図

２　事務分掌

３　職員数及び配置

４　勤続年数別職員構成

５　年齢別職員構成

第５章　工業用水道事業統計

Ⅰ　工業用水道事業統計
１　工業用水道事業の概要

２　工業用水道事業の届出

３　業務指標

４　工事

５　料金

６　財務統計

（1）予算決算対照表

（2）損益計算書

（3）貸借対照表

（4）キャッシュフロー計算書
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中長期財政見通し

○水をお届けするための経費と財源（収益的収支） 単位：百万円（税抜）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

収益的収入

（うち料金収入）

収益的支出

収支

○水道施設を作るための経費と財源（資本的収支） 単位：百万円（税込）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

資本的収入

（うち企業債）

資本的支出

（うち企業債償還金）

収支 ▲ 6,735 ▲ 6,832 ▲ 5,941 ▲ 6,572 ▲ 5,256 ▲ 6,021 ▲ 6,827 ▲ 6,362 ▲ 6,460 ▲ 6,442

企業債残高

※資本的収支の差額は、減価償却費等の非現金支出による留保資金等で補てんします。

※収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込で表記。期間中消費税は8％で算出

※Ｈ30からＨ33は経営基本計画中間見直し時点の見通し

○下水を処理するための経費と財源（収益的収支） 単位：百万円（税抜）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

収益的収入

（うち使用料収入）

収益的支出

収支

○下水道施設を作るための経費と財源（資本的収支） 単位：百万円（税込）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

資本的収入

（うち企業債）

資本的支出

（うち企業債償還金）

収支 ▲ 7,782 ▲ 7,313 ▲ 6,621 ▲ 6,778 ▲ 7,216 ▲ 6,498 ▲ 7,720 ▲ 7,510 ▲ 7,421 ▲ 7,480

企業債残高

※資本的収支の差額は、減価償却費等の非現金支出による留保資金等で補てんします。

※収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込で表記。期間中消費税は8％で算出

※Ｈ30からＨ33は経営基本計画中間見直し時点の見通し

経営基本計画の進捗管理

計画目標 単位：％

※上記の検証指標は、第７次総合計画上の検証指標を示しています。

―

―

―

― ― ―

下
水

水
道

水
道

基準値

（Ｈ27）

（Ｈ27）

（Ｈ26）

水の有効率
（平成24年は富合町、城南町、植木町を除く）

水道水をそのまま飲む人の割合
（新規指標）

汚水処理率

(目標値)

本計画を推進するために「主な取り組み」に対応した実施計画、要綱、指針等を作成するとともに、毎年度進捗
状況の検証を行い、検証結果をホームページ等で公表していきます。
 

Ⅱ　総括

１　熊本市上下水道事業経営基本計画
趣旨
　水道事業・下水道事業は、重要なライフラインであり多くの共通点があること、また、両事業が緊密な連携をとりなが
ら、健全な水循環の創造に重要な役割を果たしていく必要があることなどから、平成21年4月に両組織が統合し上下水
道局として新たなスタートを切りました。
　今後、統合の基本理念実現のため両事業がさらに連携し、社会情勢や環境の変化に即応した上下水道事業を推進
していくために、これまでの取組みや計画を整理再構築し、上下水道局が目指すべき方向性を明らかにするとともに、
その実現のための具体的な方策を示す「上下水道事業経営基本計画」を平成24年3月に策定しました。
　また、本計画の前期期間における取組を評価し、後期における事業を見直すとともに、熊本地震からの復旧復興事
業を着実に推進するために中間見直しを行いました（平成30年6月公表）

事業期間
　平成24年度～平成33年度（10年間）

上下水道の役割と課題
　水道事業は、安全で良質な水道水を安定的に供給するという役割を担っています。また、下水道事業は、快適な生
活環境と自然環境を守るという役割を担っています。こうした役割をこれからも果たしていくためには、（１）上下水道施
設の機能強化と保全・下水道未普及地区の解消、（２）環境に配慮した事業運営の推進、（３）お客さまに信頼される企
業の構築、（４）事業経営の健全化・経営基盤の強化、という4つの課題があります。

経営理念・基本方針・基本施策
　組織統合により上下水道局となったことで、組織の一体化による迅速な事業運営、情報一元化によるお客さまサービ
スの充実等、様々な取組みが実施できるようになりました。また、水道事業と下水道事業が連携し、水循環社会を形成
するという大きな役割も担うこととなります。
　こうしたことを踏まえ、上記のような課題に対応し、上下水道局が向かうべき方向性を示すために、次の4つの経営理
念を掲げ、4つの基本方針のもと10の基本施策に取り組みます。

取組９-４　　公営企業会計制度見直しへの対応（平成26年度に対応完了）

基本施策９

基本施策１０

環 境 に 配 慮 し た 水 循 環 社 会 の 形 成

基本施策５

取組１０-３　国際貢献

上 下 水 道 の 機 能 強 化

基本施策１

基本施策２

基本施策３

取組９-２　　コストの削減と資産の有効活用

取組１０-２　人材の育成

取組９-３　　料金、負担金等のあり方

お 客 さ ま の 参 画 と 水 に 関 わ る 人 た ち と の 連 携 ・ 協 働

取組８-１　　お客さまの施策形成への参画

基本施策８

執 行 体 制 の 整 備 と 人 材 の 育 成

取組１０-１　執行体制の見直しと整備

取組８-２　　水に関わる人たちとの連携・協働

経 営 基 盤 の 強 化

取組９-１　　中長期的な財政見通しに基づく事業経営

基本方針４ 安 定 し た 事 業 経 営

取組６-３　　下水道高度処理の推進

取組６-４　　合流式下水道の改善（平成25年度に事業完了）

信 頼 性 ・ 利 便 性 の 向 上 と 広 報 ・ 広 聴 の 充 実

お 客 さ ま を 真 ん 中 に し た 事 業 運 営基本方針３

基本施策７

取組７-１　　お客さまの信頼性・利便性の向上

取組７-２　　お客さまに身近でわかりやすい情報の提供

取組７-３　　お客さまニーズの的確な把握

取組６-１　　地球温暖化対策の推進

取組６-２　　資源の有効活用

取組４-５　　災害時対応力の強化

基本方針２

｢ 地 下 水 都 市 く ま も と ｣ の 水 環 境 ・ 水 循 環 の 保 全

取組５-１　　地下水を｢育む｣取組み

基本施策６

取組４-３　　上水道・工業用水道施設の耐震化

取組４-４　　下水道施設の耐震化

基本施策４

取組５-２　　地下水のおいしさを｢届ける｣取組み

取組５-３　　水を自然に｢還す｣取組み（総合的な生活排水処理対策）

環 境 負 荷 低 減 策 の 推 進

取組３-２　　地震対策の推進

取組３-３　　浸水対策の推進

下 水 道 の 整 備 推 進 及 び 機 能 保 全

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 震 災 復 旧 復 興 計 画 の 着 実 な 推 進

取組４-１　　上水道・工業用水道施設の早期復旧

取組４-２　　下水道施設の早期復旧

取組１-２　　水道施設の機能強化

取組２-３　　下水道放流水質の向上

災 害 に 強 い 上 下 水 道 の 確 立

取組３-１　　総合的危機管理体制の確立

公営企業として効果的・効率的な経営に努めます

基本方針１

取組２-１　　公共下水道の整備

取組２-２　　下水道施設の維持管理

水 道 の 整 備 推 進 及 び 機 能 保 全

取組１-１　　水道施設の維持管理

経営理念１ ライフラインの機能強化に努めます

経営理念２ 環境を保全し水循環社会形成に努めます

取組１-３　　水道水質の維持管理

経営理念３ お客さまの視点に立った企業運営に取り組みます

経営理念４

平成 年度から実施
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中長期財政見通し

○水をお届けするための経費と財源（収益的収支） 単位：百万円（税抜）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

収益的収入

（うち料金収入）

収益的支出

収支

○水道施設を作るための経費と財源（資本的収支） 単位：百万円（税込）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

資本的収入

（うち企業債）

資本的支出

（うち企業債償還金）

収支 ▲ 6,735 ▲ 6,832 ▲ 5,941 ▲ 6,572 ▲ 5,256 ▲ 6,021 ▲ 6,827 ▲ 6,362 ▲ 6,460 ▲ 6,442

企業債残高

※資本的収支の差額は、減価償却費等の非現金支出による留保資金等で補てんします。

※収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込で表記。期間中消費税は8％で算出

※Ｈ30からＨ33は経営基本計画中間見直し時点の見通し

○下水を処理するための経費と財源（収益的収支） 単位：百万円（税抜）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

収益的収入

（うち使用料収入）

収益的支出

収支

○下水道施設を作るための経費と財源（資本的収支） 単位：百万円（税込）

H24決算 H25決算 H26決算 H27決算 H28決算 H29決算 H30見込 H31見込 H32見込 H33見込

資本的収入

（うち企業債）

資本的支出

（うち企業債償還金）

収支 ▲ 7,782 ▲ 7,313 ▲ 6,621 ▲ 6,778 ▲ 7,216 ▲ 6,498 ▲ 7,720 ▲ 7,510 ▲ 7,421 ▲ 7,480

企業債残高

※資本的収支の差額は、減価償却費等の非現金支出による留保資金等で補てんします。

※収益的収支は消費税抜き、資本的収支は消費税込で表記。期間中消費税は8％で算出

※Ｈ30からＨ33は経営基本計画中間見直し時点の見通し

経営基本計画の進捗管理

計画目標 単位：％

※上記の検証指標は、第７次総合計画上の検証指標を示しています。

―

―

―

― ― ―

下
水

水
道

水
道

基準値

（Ｈ27）

（Ｈ27）

（Ｈ26）

水の有効率
（平成24年は富合町、城南町、植木町を除く）

水道水をそのまま飲む人の割合
（新規指標）

汚水処理率

(目標値)

本計画を推進するために「主な取り組み」に対応した実施計画、要綱、指針等を作成するとともに、毎年度進捗
状況の検証を行い、検証結果をホームページ等で公表していきます。
 

Ⅱ　総括

１　熊本市上下水道事業経営基本計画
趣旨
　水道事業・下水道事業は、重要なライフラインであり多くの共通点があること、また、両事業が緊密な連携をとりなが
ら、健全な水循環の創造に重要な役割を果たしていく必要があることなどから、平成21年4月に両組織が統合し上下水
道局として新たなスタートを切りました。
　今後、統合の基本理念実現のため両事業がさらに連携し、社会情勢や環境の変化に即応した上下水道事業を推進
していくために、これまでの取組みや計画を整理再構築し、上下水道局が目指すべき方向性を明らかにするとともに、
その実現のための具体的な方策を示す「上下水道事業経営基本計画」を平成24年3月に策定しました。
　また、本計画の前期期間における取組を評価し、後期における事業を見直すとともに、熊本地震からの復旧復興事
業を着実に推進するために中間見直しを行いました（平成30年6月公表）

事業期間
　平成24年度～平成33年度（10年間）

上下水道の役割と課題
　水道事業は、安全で良質な水道水を安定的に供給するという役割を担っています。また、下水道事業は、快適な生
活環境と自然環境を守るという役割を担っています。こうした役割をこれからも果たしていくためには、（１）上下水道施
設の機能強化と保全・下水道未普及地区の解消、（２）環境に配慮した事業運営の推進、（３）お客さまに信頼される企
業の構築、（４）事業経営の健全化・経営基盤の強化、という4つの課題があります。

経営理念・基本方針・基本施策
　組織統合により上下水道局となったことで、組織の一体化による迅速な事業運営、情報一元化によるお客さまサービ
スの充実等、様々な取組みが実施できるようになりました。また、水道事業と下水道事業が連携し、水循環社会を形成
するという大きな役割も担うこととなります。
　こうしたことを踏まえ、上記のような課題に対応し、上下水道局が向かうべき方向性を示すために、次の4つの経営理
念を掲げ、4つの基本方針のもと10の基本施策に取り組みます。

取組９-４　　公営企業会計制度見直しへの対応（平成26年度に対応完了）

基本施策９

基本施策１０

環 境 に 配 慮 し た 水 循 環 社 会 の 形 成

基本施策５

取組１０-３　国際貢献

上 下 水 道 の 機 能 強 化

基本施策１

基本施策２

基本施策３

取組９-２　　コストの削減と資産の有効活用

取組１０-２　人材の育成

取組９-３　　料金、負担金等のあり方

お 客 さ ま の 参 画 と 水 に 関 わ る 人 た ち と の 連 携 ・ 協 働

取組８-１　　お客さまの施策形成への参画

基本施策８

執 行 体 制 の 整 備 と 人 材 の 育 成

取組１０-１　執行体制の見直しと整備

取組８-２　　水に関わる人たちとの連携・協働

経 営 基 盤 の 強 化

取組９-１　　中長期的な財政見通しに基づく事業経営

基本方針４ 安 定 し た 事 業 経 営

取組６-３　　下水道高度処理の推進

取組６-４　　合流式下水道の改善（平成25年度に事業完了）

信 頼 性 ・ 利 便 性 の 向 上 と 広 報 ・ 広 聴 の 充 実

お 客 さ ま を 真 ん 中 に し た 事 業 運 営基本方針３

基本施策７

取組７-１　　お客さまの信頼性・利便性の向上

取組７-２　　お客さまに身近でわかりやすい情報の提供

取組７-３　　お客さまニーズの的確な把握

取組６-１　　地球温暖化対策の推進

取組６-２　　資源の有効活用

取組４-５　　災害時対応力の強化

基本方針２

｢ 地 下 水 都 市 く ま も と ｣ の 水 環 境 ・ 水 循 環 の 保 全

取組５-１　　地下水を｢育む｣取組み

基本施策６

取組４-３　　上水道・工業用水道施設の耐震化

取組４-４　　下水道施設の耐震化

基本施策４

取組５-２　　地下水のおいしさを｢届ける｣取組み

取組５-３　　水を自然に｢還す｣取組み（総合的な生活排水処理対策）

環 境 負 荷 低 減 策 の 推 進

取組３-２　　地震対策の推進

取組３-３　　浸水対策の推進

下 水 道 の 整 備 推 進 及 び 機 能 保 全

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 震 災 復 旧 復 興 計 画 の 着 実 な 推 進

取組４-１　　上水道・工業用水道施設の早期復旧

取組４-２　　下水道施設の早期復旧

取組１-２　　水道施設の機能強化

取組２-３　　下水道放流水質の向上

災 害 に 強 い 上 下 水 道 の 確 立

取組３-１　　総合的危機管理体制の確立

公営企業として効果的・効率的な経営に努めます

基本方針１

取組２-１　　公共下水道の整備

取組２-２　　下水道施設の維持管理

水 道 の 整 備 推 進 及 び 機 能 保 全

取組１-１　　水道施設の維持管理

経営理念１ ライフラインの機能強化に努めます

経営理念２ 環境を保全し水循環社会形成に努めます

取組１-３　　水道水質の維持管理

経営理念３ お客さまの視点に立った企業運営に取り組みます

経営理念４

平成 年度から実施
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２　平成２９年度総括事項

（1）水道事業会計

（2）下水道事業会計

（3）工業用水道事業会計

　水道事業収益のうち水道料金収入は、震災を受けた昨年度から大幅に回復し、震災前の水準を超える決算となりま
した。また、費用面においても震災関連経費が大幅に減少したことなどから、26億円の純利益を計上しました。
  ただし、料金収入増の一因には、家屋解体などにおける臨時の水需要によるものもあり、今後も節水意識の定着や
節水機器の高性能化、人口減などより、料金収入は減少へ転じていくと思われます。
  一方、施設については、震災復旧を最優先に取り組みつつ、施設の更新や機能強化にも取り組んでいく必要があり
ます。
  このような中、平成29年度において経営の基本方針となる経営基本計画を見直しましたが、人口減少社会を見据え
持続可能な経営基盤を確立していくため、さらなる健全化に向けた取組を進めてまいります。

　下水道事業収益のうち下水道使用料は、水道料金収入同様、震災を受けた昨年度から大幅に回復し、震災前の水
準を超える決算となりました。費用面においては、震災関連経費を8億円計上していますが、支払利息の減などによ
り、総額が減少したことなどから20億円の純利益を計上しました。
  震災前の平成27年度と比較して、下水道使用料が増加しているのは、大和団地が供用開始となったことと、水洗化
戸数の増加が要因と思われます。
  一方、施設については、震災復旧を最優先に取り組みつつ、未普及地区への整備や、処理場施設の更新のほか、
浸水対策などにも取り組んでいく必要があります。
  このような中、平成29年度において経営の基本方針となる経営基本計画を見直しましたが、人口減少社会を見据え
持続可能な経営基盤を確立していくため、さらなる健全化に向けた取組を進めてまいります。

　平成29年度の工業用水道事業は、料金収入などで維持管理費をまかなったため、一般会計からの繰り入れを受け
ず、138万5千円の純利益を計上しました。
  工業用水道を供給する城南工業団地には、震災の被災者支援策として応急仮設住宅が建設されたことから、今後
数年は収益増の見通しが立たない状況ですが、早期に分譲完成がなされることを視野に入れ、引き続き関係部局と
連携を図り、経営の安定化に努めてまいります。
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（3）第１０次漏水防止実施計画

（4）水質検査計画（毎年度策定）と水質検査

水道ＧＬＰマーク

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

人

人

％

％

平成29年度の主な実績
　漏水多発地区である市内中央部を中心に、熊本地震の
影響が残る東部、西部地区の漏水調査を実施した。更に
老朽給水管の切替、突発的な漏水、並びに二次災害の
防止に努めた。

　漏水調査距離 ：2,380ｋｍ

　修繕件数並びに推定漏水防止量 ：571件、2,308ｍ /日

平成30年度の主な取組予定
　第10次漏水防止計画に基づき、漏水多発地区及び植
木、城南地区の漏水調査を実施する。また、早期に漏水
を発見し修理することにより、無効水量の減少や二次災害
を防止する。
　これまでに蓄積したデータの分析を行い次期漏水調査
計画を策定し、更なる水の有効利用を目指す。

平成29年度の主な実績
　定期検査
　　原水（95箇所・年3回）
　　浄水（34箇所・年4回）
　　給水栓水（34箇所・年12回）
　　給水栓水（毎日検査）（59箇所・年365回）
　臨時検査
　　水質相談に伴う検査、給水開始前検査等　664件
　
平成30年度の主な取組予定
　平成30年度水質検査計画に基づき、定期検査・臨時検
査を行い、水の安全確認と浄水処理の確認を行う。
　水道ＧＬＰによる水質検査の信頼性確保にも継続して取
り組み水道水の品質維持に努める。

計画の目的
　漏水調査を中心とした漏水防止対策により、経済的かつ
効率的に、水の有効利用及び有効率の向上を目指す。

事業期間
　平成21年度～平成30年度

目標有効率
　91.7％（Ｈ30）

取組概要
　音聴調査と調査機器を利用した複合的な漏水調査
　漏水多発地区の集中した漏水調査
　中ブロックと位置付けた地区の流量監視
　監視型漏水調査の実施及び検証　など

漏水調査の様子

事業の目的・内容
　水質検査計画（水道水が水道法の水質基準に適合し安
全であることを保障するため、毎年度定める水質検査の方
針）に基づき定期検査・臨時検査を実施し、供給する水の
安全確認と浄水処理の確認を行っている。
　また、水質検査結果を水運用に反映させ水質維持向上
を図るとともに、水質検査機器の計画的整備や水道ＧＬＰ
（水道水質検査優良試験所規範）に基づき策定した品質
管理マニュアルにより、信頼性保証体制の維持に努めて
いる。

指標名

【水道】給水普及率（推計人口）

【水道】年間配水（給水）量

【水道】給水人口（推計人口）

【水道】年間有効水量

【水道】有効率

【水道】給水区域内人口(推計人口）

１　水道の整備推進及び機能保全

（1）水道施設整備実施計画

（2）第６次拡張事業

事業の目的・事業概要
　平成24年3月に策定した熊本市上下水道事業経営基本
計画を実現・具体化するために必要な水道施設の整備実
施計画。
　安全でおいしい水の安定供給を目的として、水道施設
の整備を進め、「水道の整備推進及び機能保全」「災害に
強い上水道の確立」「環境負荷低減策の推進」を図る。ま
た、アセットマネジメント手法を活用し、持続可能な水道事
業を目指す。

事業期間
　平成21年度～平成33年度
　　※平成26年度中間見直し

総事業費
　約326億円

整備内容
①水道の整備推進及び機能保全
　老朽管の更新、老朽施設の更新等
②災害に強い上水道の確立
　給水拠点の整備、管路及び施設の耐震化等
③環境負荷低減策の推進
　省エネルギー・高効率機器の導入等

整備の効果（平成33年度目標）
 有効率
  93.7％（Ｈ20）→94.0％
 耐震適合性のある基幹管路の割合
  66.4％（Ｈ20）→82.0％
 災害対策用貯水施設貯水量

  59,550ｍ (H20)→約68,000ｍ 以上
　
平成29年度の主な実績
 施設の更新
　健軍水源地中央監視制御装置更新 等
 基幹管路の更新　約2.0ｋｍ
　東区錦ケ丘、中央区黒髪5丁目（龍神橋）　等
 老朽管の更新　約13.3ｋｍ
　北区山室2丁目、西区河内町塩谷地区　等

平成30年度の主な取組予定
 施設の更新
　健軍水源地中央監視制御装置更新 等
 基幹管路の更新　約3.2ｋｍ
　東区錦ケ丘、健軍水源地～上下水道局間　等
 老朽管の更新　約20.0ｋｍ
　南区富合町釈迦堂、東区桜木2丁目　等

事業の目的・事業概要
　合併した各簡易水道等を統合し、１つの上水道事業とし
て、計画的かつ効率的な上水道施設の整備を推進し、市
全域における「安全でおいしい水道水の安定供給」を図
る。

事業期間
 平成22年度～平成40年度
  ※平成23年度に第１回変更
  ※平成24年度に事業の譲受け（届出）
    （才木地区簡易水道事業）
　※平成29年度に事業の譲り受け（届出）
　　（高・碇地区簡易水道事業）
　※平成29年度に第2回変更

総事業費
 約430億円
  （当初230億円から変更）

基本計画
 計画給水人口
  719,000人
 計画１日平均給水量

  220,000ｍ /日
 計画1日最大給水量

  275,000ｍ /日

平成29年度の主な実績
 合併町における配水管の布設
　南区城南町永、丹生宮　等　　約12.9ｋｍ
　南区富合町志々水　等　　約0.8ｋｍ
　北区植木町平野　等　　約0.3ｋｍ
 基幹管路の新設
　国道57号線（共同溝）　等　　約1.8ｋｍ
 施設の機能強化
　南部送水場関連工事
　舞原配水場関連工事

平成30年度の主な取組予定
 合併町における配水管の布設
　南区城南町塚原、舞原、尾窪　等　　約19.4ｋｍ
　北区植木町小野、正清　等　　約2.0ｋｍ
 基幹管路の新設
　国道57号線（共同溝）　等　　約1.0ｋｍ
 施設の機能強化
　川尻配水場電気・監視制御設備更新工事　等
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（3）第１０次漏水防止実施計画

（4）水質検査計画（毎年度策定）と水質検査

水道ＧＬＰマーク

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

人

人

％

％

平成29年度の主な実績
　漏水多発地区である市内中央部を中心に、熊本地震の
影響が残る東部、西部地区の漏水調査を実施した。更に
老朽給水管の切替、突発的な漏水、並びに二次災害の
防止に努めた。

　漏水調査距離 ：2,380ｋｍ

　修繕件数並びに推定漏水防止量 ：571件、2,308ｍ /日

平成30年度の主な取組予定
　第10次漏水防止計画に基づき、漏水多発地区及び植
木、城南地区の漏水調査を実施する。また、早期に漏水
を発見し修理することにより、無効水量の減少や二次災害
を防止する。
　これまでに蓄積したデータの分析を行い次期漏水調査
計画を策定し、更なる水の有効利用を目指す。

平成29年度の主な実績
　定期検査
　　原水（95箇所・年3回）
　　浄水（34箇所・年4回）
　　給水栓水（34箇所・年12回）
　　給水栓水（毎日検査）（59箇所・年365回）
　臨時検査
　　水質相談に伴う検査、給水開始前検査等　664件
　
平成30年度の主な取組予定
　平成30年度水質検査計画に基づき、定期検査・臨時検
査を行い、水の安全確認と浄水処理の確認を行う。
　水道ＧＬＰによる水質検査の信頼性確保にも継続して取
り組み水道水の品質維持に努める。

計画の目的
　漏水調査を中心とした漏水防止対策により、経済的かつ
効率的に、水の有効利用及び有効率の向上を目指す。

事業期間
　平成21年度～平成30年度

目標有効率
　91.7％（Ｈ30）

取組概要
　音聴調査と調査機器を利用した複合的な漏水調査
　漏水多発地区の集中した漏水調査
　中ブロックと位置付けた地区の流量監視
　監視型漏水調査の実施及び検証　など

漏水調査の様子

事業の目的・内容
　水質検査計画（水道水が水道法の水質基準に適合し安
全であることを保障するため、毎年度定める水質検査の方
針）に基づき定期検査・臨時検査を実施し、供給する水の
安全確認と浄水処理の確認を行っている。
　また、水質検査結果を水運用に反映させ水質維持向上
を図るとともに、水質検査機器の計画的整備や水道ＧＬＰ
（水道水質検査優良試験所規範）に基づき策定した品質
管理マニュアルにより、信頼性保証体制の維持に努めて
いる。

指標名

【水道】給水普及率（推計人口）

【水道】年間配水（給水）量

【水道】給水人口（推計人口）

【水道】年間有効水量

【水道】有効率

【水道】給水区域内人口(推計人口）

１　水道の整備推進及び機能保全

（1）水道施設整備実施計画

（2）第６次拡張事業

事業の目的・事業概要
　平成24年3月に策定した熊本市上下水道事業経営基本
計画を実現・具体化するために必要な水道施設の整備実
施計画。
　安全でおいしい水の安定供給を目的として、水道施設
の整備を進め、「水道の整備推進及び機能保全」「災害に
強い上水道の確立」「環境負荷低減策の推進」を図る。ま
た、アセットマネジメント手法を活用し、持続可能な水道事
業を目指す。

事業期間
　平成21年度～平成33年度
　　※平成26年度中間見直し

総事業費
　約326億円

整備内容
①水道の整備推進及び機能保全
　老朽管の更新、老朽施設の更新等
②災害に強い上水道の確立
　給水拠点の整備、管路及び施設の耐震化等
③環境負荷低減策の推進
　省エネルギー・高効率機器の導入等

整備の効果（平成33年度目標）
 有効率
  93.7％（Ｈ20）→94.0％
 耐震適合性のある基幹管路の割合
  66.4％（Ｈ20）→82.0％
 災害対策用貯水施設貯水量

  59,550ｍ (H20)→約68,000ｍ 以上
　
平成29年度の主な実績
 施設の更新
　健軍水源地中央監視制御装置更新 等
 基幹管路の更新　約2.0ｋｍ
　東区錦ケ丘、中央区黒髪5丁目（龍神橋）　等
 老朽管の更新　約13.3ｋｍ
　北区山室2丁目、西区河内町塩谷地区　等

平成30年度の主な取組予定
 施設の更新
　健軍水源地中央監視制御装置更新 等
 基幹管路の更新　約3.2ｋｍ
　東区錦ケ丘、健軍水源地～上下水道局間　等
 老朽管の更新　約20.0ｋｍ
　南区富合町釈迦堂、東区桜木2丁目　等

事業の目的・事業概要
　合併した各簡易水道等を統合し、１つの上水道事業とし
て、計画的かつ効率的な上水道施設の整備を推進し、市
全域における「安全でおいしい水道水の安定供給」を図
る。

事業期間
 平成22年度～平成40年度
  ※平成23年度に第１回変更
  ※平成24年度に事業の譲受け（届出）
    （才木地区簡易水道事業）
　※平成29年度に事業の譲り受け（届出）
　　（高・碇地区簡易水道事業）
　※平成29年度に第2回変更

総事業費
 約430億円
  （当初230億円から変更）

基本計画
 計画給水人口
  719,000人
 計画１日平均給水量

  220,000ｍ /日
 計画1日最大給水量

  275,000ｍ /日

平成29年度の主な実績
 合併町における配水管の布設
　南区城南町永、丹生宮　等　　約12.9ｋｍ
　南区富合町志々水　等　　約0.8ｋｍ
　北区植木町平野　等　　約0.3ｋｍ
 基幹管路の新設
　国道57号線（共同溝）　等　　約1.8ｋｍ
 施設の機能強化
　南部送水場関連工事
　舞原配水場関連工事

平成30年度の主な取組予定
 合併町における配水管の布設
　南区城南町塚原、舞原、尾窪　等　　約19.4ｋｍ
　北区植木町小野、正清　等　　約2.0ｋｍ
 基幹管路の新設
　国道57号線（共同溝）　等　　約1.0ｋｍ
 施設の機能強化
　川尻配水場電気・監視制御設備更新工事　等
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３　災害に強い上下水道の確立

（1）総合的危機管理体制の確立

（2）地震対策の推進

（3）浸水対策の推進

加勢川第6排水区雨水幹線シールド工事

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

％

％

％

※平成24年度は富合町、城南町、植木町を除く

応急復旧（下水道管渠）
　定期的に下水道管渠の点検・清掃・補修を行うとともに、
バキューム車（4台）、高圧洗浄車（2台）で下水道管渠応
急復旧活動に対応する。また、毎年、下水道管渠復旧訓
練を実施し、災害時に備えている。

平成29年度の主な実績
　日本水道協会九州地方支部合同防災訓練（10月）
　熊本市上下水道局防災訓練（11月）

応急給水
　給水拠点を整備するとともに、運搬給水として応急給水
班を編成し、給水車( 台)や給水タンク(44台)で応急給水
活動に対応する。また、毎年、応急給水訓練を実施し災
害時に備えている。
　この他に、19大都市の水道局や九州の9都市の水道局
等と災害時における相互応援に関する協定及び覚書を締
結し広域連携体制を整備している。

応急復旧
　熊本市管工事協同組合と「災害時の応急活動に関する
協定」を締結しており、その実効性を確保するため、毎
年、管路復旧訓練を実施し災害時に備えている。さらに、
管路復旧の初動対応に最低限必要となる配管資材を「災
害対策用資材」として資材倉庫に確保している。

平成29年度の主な実績
上水道
　　耐震化整備（基幹管路の更新）　約2.0ｋｍ
　　　東区錦ケ丘、中央区黒髪5丁目（龍神橋）　等
下水道
　　マンホールトイレ整備（5校）
　
平成30年度の主な取組予定
上水道
　　耐震化整備（基幹管路の更新）　約3.2ｋｍ
　　　東区錦ケ丘、健軍水源地～上下水道局間　等
下水道
　　中部浄化センター中央管理棟耐震補強工事 他2施設
　　中部浄化センター汚水1号幹線人孔改築工事
　　マンホールトイレ整備（10校）　他

上水道施設の耐震化
　水道施設整備実施計画の中で計画的に更新及び耐震
化を図っており、合併町の小規模な施設については、第6
次拡張事業の中で統廃合を行うとともに計画的に耐震化
を進めている。

上水道管路の耐震化
　平成17年度からは、すべての管路に耐震管を採用して
いる。また、平成24年度には、熊本市地域防災計画書で
定められた想定地震に対する水道管の被害予測を行い、
この調査結果をもとに管路更新の優先順位を決定し、耐
震化を進めている。

下水道の耐震化
　特定建築物6施設の耐震診断を平成23年7月に完了。
必要に応じ順次補強を行う。今後は、平成25年3月に策定
した下水道総合地震対策計画に基づき施設の耐震化や
非常用発電設備の整備などを進めていく。

平成29年度の主な実績
　坪井川第3排水区
　　調整池工事　等
　井芹川第8・10排水区
　　基本設計・地質調査

平成30年度の主な取組予定
　坪井川第3排水区
　　調整池工事　等
　井芹川第8・10排水区
　　詳細設計

　熊本市では、浸水被害を軽減し、安心で安全な都市環
境を実現するため、下水道（雨水）の整備に取り組んでい
る。特に浸水被害を受ける可能性が高い地区を6地区選
定し、重点的に整備を進めている。

指標名

【水道】耐震適合性のある基幹管路の割合※

【下水】下水道管路の耐震化率

【下水】重点6地区の対策率

【水道】災害対策用貯水施設貯水量

２　下水道の整備推進及び機能保全

（1）公共下水道の整備（公共下水道の整備計画）

（2）下水道の適切な維持管理と計画的な更新

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

人

人

％

％

事業の目的
　生活環境の改善・公衆衛生の向上・公共用水域の水質
保全を目的として、公共下水道の整備計画に基づき汚水
管等の整備を進め、下水道普及率の向上に努めている。

公共下水道の整備計画
　整備区域、整備人口、汚水量などについて定める
　・熊本市公共下水道全体計画
　
全体計画
　計画処理面積 13,724ha
　計画処理人口 666,300人

　計画汚水量（日最大）364,900ｍ /日
　※北部流域関連を含む

事業計画
　処理面積 13,026ha
　処理人口 666,100人

　汚水量 364,800ｍ /日

総事業費
　約454億円
　（平成24年度～平成33年度までの中長期財政見通）

平成29年度の主な実績
　排水区域面積　約87ｈａ増
　　北区）下硯川町・植木町鐙田　等
　　東区）画図町下無田　等
　　西区）小島2丁目　等
　　南区）御幸木部・城南町阿高　等
　
平成30年度の主な取組予定
　排水区域面積　約160ｈａ増
　　北区）小糸山町・植木町岩野　等
　　東区）画図町下無田・小山　等
　　西区）池上町・上代　等
　　南区）御幸木部・富合町志々水　等

平成29年度の主な実績
　浄化センター等の改築更新
　　中部浄化センターA消化タンク設備更新　他
　　東部浄化センターB系重力濃縮設備更新　他
　管渠の長寿命化対策工事　他
　
平成30年度の主な取組予定
　浄化センター等の改築更新
　　中部浄化センターB系反応タンク設備更新　他
　　東部浄化センター中央監視制御装置更新　他
　管渠の改策更新　（春竹A、B、水前寺　他）

事業の目的・概要
　下水処理の良好な運転を維持するために、下水管や浄
化センターなどの施設の適正な維持管理に努め、計画的
に更新し機能保全、機器等の延命化、耐震化などに取り
組んでいる。
　この下水道施設の機能保全にあたっては、国の長寿命
化対策に関する補助を活用し、施設の長寿命化対策や効
率的な改築更新を図ることを目的として「下水道施設長寿
命化計画」を策定した。
　また、平成30年度からは「熊本市下水道ストックマネジメ
ント計画」へ移行し、平成32年度までこれに基づき、下水
道施設の改築更新事業を行っている。
　なお、浄化センター等維持管理を効率的に行うため、5
浄化センターのうち4浄化センターを民間委託としている。

指標名

【下水】現在処理区域面積

【共通】行政区域内人口（住民基本台帳）

【下水】浄化センター・ポンプ場の施設機器の更新率

【下水】現在処理区域内人口

【下水】行政区域内人口に対する普及率

【下水】下水道管路布設延長

【下水】年間総処理水量
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３　災害に強い上下水道の確立

（1）総合的危機管理体制の確立

（2）地震対策の推進

（3）浸水対策の推進

加勢川第6排水区雨水幹線シールド工事

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

％

％

％

※平成24年度は富合町、城南町、植木町を除く

応急復旧（下水道管渠）
　定期的に下水道管渠の点検・清掃・補修を行うとともに、
バキューム車（4台）、高圧洗浄車（2台）で下水道管渠応
急復旧活動に対応する。また、毎年、下水道管渠復旧訓
練を実施し、災害時に備えている。

平成29年度の主な実績
　日本水道協会九州地方支部合同防災訓練（10月）
　熊本市上下水道局防災訓練（11月）

応急給水
　給水拠点を整備するとともに、運搬給水として応急給水
班を編成し、給水車( 台)や給水タンク(44台)で応急給水
活動に対応する。また、毎年、応急給水訓練を実施し災
害時に備えている。
　この他に、19大都市の水道局や九州の9都市の水道局
等と災害時における相互応援に関する協定及び覚書を締
結し広域連携体制を整備している。

応急復旧
　熊本市管工事協同組合と「災害時の応急活動に関する
協定」を締結しており、その実効性を確保するため、毎
年、管路復旧訓練を実施し災害時に備えている。さらに、
管路復旧の初動対応に最低限必要となる配管資材を「災
害対策用資材」として資材倉庫に確保している。

平成29年度の主な実績
上水道
　　耐震化整備（基幹管路の更新）　約2.0ｋｍ
　　　東区錦ケ丘、中央区黒髪5丁目（龍神橋）　等
下水道
　　マンホールトイレ整備（5校）
　
平成30年度の主な取組予定
上水道
　　耐震化整備（基幹管路の更新）　約3.2ｋｍ
　　　東区錦ケ丘、健軍水源地～上下水道局間　等
下水道
　　中部浄化センター中央管理棟耐震補強工事 他2施設
　　中部浄化センター汚水1号幹線人孔改築工事
　　マンホールトイレ整備（10校）　他

上水道施設の耐震化
　水道施設整備実施計画の中で計画的に更新及び耐震
化を図っており、合併町の小規模な施設については、第6
次拡張事業の中で統廃合を行うとともに計画的に耐震化
を進めている。

上水道管路の耐震化
　平成17年度からは、すべての管路に耐震管を採用して
いる。また、平成24年度には、熊本市地域防災計画書で
定められた想定地震に対する水道管の被害予測を行い、
この調査結果をもとに管路更新の優先順位を決定し、耐
震化を進めている。

下水道の耐震化
　特定建築物6施設の耐震診断を平成23年7月に完了。
必要に応じ順次補強を行う。今後は、平成25年3月に策定
した下水道総合地震対策計画に基づき施設の耐震化や
非常用発電設備の整備などを進めていく。

平成29年度の主な実績
　坪井川第3排水区
　　調整池工事　等
　井芹川第8・10排水区
　　基本設計・地質調査

平成30年度の主な取組予定
　坪井川第3排水区
　　調整池工事　等
　井芹川第8・10排水区
　　詳細設計

　熊本市では、浸水被害を軽減し、安心で安全な都市環
境を実現するため、下水道（雨水）の整備に取り組んでい
る。特に浸水被害を受ける可能性が高い地区を6地区選
定し、重点的に整備を進めている。

指標名

【水道】耐震適合性のある基幹管路の割合※

【下水】下水道管路の耐震化率

【下水】重点6地区の対策率

【水道】災害対策用貯水施設貯水量

２　下水道の整備推進及び機能保全

（1）公共下水道の整備（公共下水道の整備計画）

（2）下水道の適切な維持管理と計画的な更新

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

人

人

％

％

事業の目的
　生活環境の改善・公衆衛生の向上・公共用水域の水質
保全を目的として、公共下水道の整備計画に基づき汚水
管等の整備を進め、下水道普及率の向上に努めている。

公共下水道の整備計画
　整備区域、整備人口、汚水量などについて定める
　・熊本市公共下水道全体計画
　
全体計画
　計画処理面積 13,724ha
　計画処理人口 666,300人

　計画汚水量（日最大）364,900ｍ /日
　※北部流域関連を含む

事業計画
　処理面積 13,026ha
　処理人口 666,100人

　汚水量 364,800ｍ /日

総事業費
　約454億円
　（平成24年度～平成33年度までの中長期財政見通）
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５　お客さまを真ん中にした事業運営

（1）広報

熊本市水の科学館　

（2）お客さまの参画

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

万m

件

％

％

ｇ-CO

ｋWｈ

ｇ-CO

ｋWｈ

％

人

頁

％

％

％

【水道】上下水道局が参画した地下水の推定かん養量

【下水】再生水利用量

【水道】直結給水件数

【下水】合流式下水道緊急改善率

【下水】汚水処理率

　　

指標名

上下水道局ホームページ
　お客さまに身近で分かりやすい情報提供のため、上下
水道局ホームページを開設し、情報発信を行っている。

上下水道に関する知識の普及啓発事業
　施設見学・出前教室・イベント等を通して、上下水道のし
くみや役割、地下水の大切さ、水循環、環境に配慮した事
業経営等について、お客さまに啓発する。

各媒体への寄稿・パンフレットの作成
　市の広報誌や民間のフリーペーパー等に記事を掲載。
各種パンフレットを作成し、普及啓発事業等において活用
している。

水のペットボトル「熊本水物語」の活用
　水のペットボトル「熊本水物語」を水道水のおいしさを伝
える手段として活用している。

平成29年度の主な実績
　上下水道施設見学
　出前講座
　「健軍水源地」・「立田山配水池」一般開放
　水の週間・下水道の日イベント 等

水の科学館
　水道・下水道・地下水を中心に、暮らしに欠かすことので
きない水について、理解と関心を持っていただくために設
置している。見て・触れて・楽しみながら学べる学習施設と
して、また、水に親しむことが出来る憩いの場として、多く
の方にご利用いただいている。

上下水道アンケート
　お客さまのご意見をいただくために、市内の契約者
3,000名を対象にアンケートを実施している。
　アンケートの内容は、設問に答えていただく過程で上下
水道事業について理解が深まるよう工夫している。

熊本市上下水道事業運営審議会
　上下水道事業の経営のあり方や事業の方向性等を総合
的に審議し、お客さまのご意見を施策に反映させていくた
めに、｢熊本市上下水道事業運営審議会｣を設置してい
る。

【共通】エネルギーの使用に伴う上下水道局の二酸化炭素排出量

【水道】水道施設における自然エネルギー発電量

【共通】上下水道局を信頼できると感じている市民の割合

【共通】上下水道局の情報提供に満足している市民の割合

【水道】配水量１ｍ あたり二酸化炭素排出量

【共通】上下水道局の経営が効率的かつ効果的に運営さ
れていると感じる市民の割合

【下水】処理水量１ｍ あたり温室効果ガス排出量

【共通】ホームページ閲覧数

【共通】上下水道施設見学者数

【下水】汚泥の有効利用率

【下水】消化ガス発電量

４　環境に配慮した水循環社会の形成

（1）｢地下水都市くまもと｣の水環境・水循環の保全

（2）合流式下水道の改善

                        新花畑ポンプ場

（3）環境負荷低減策の推進

白川中流域での地下水かん養の様子

　汚濁負荷量の削減、公衆衛生上の安全確保（全ての吐
き口において未処理で放流される回数を半減させる）、
きょう雑物の削減（抑制）などにより、合流式下水道の改善
を図っている。

地下水を自然に｢還す｣取組
　汚水処理率の向上を図るとともに、農業用集落排水や
合併処理浄化槽等とも連携・役割分担することで、汚水を
きれいにして自然に還し、水環境・水循環を保全する。

地下水を｢育む｣取組
　漏水防止・有効率の向上、水の有効利用の啓発、地下
水かん養事業への参画、公益財団法人くまもと地下水財
団への参画、雨水利用施設、下水処理水再利用（浄化セ
ンター・農業用水）、市長事務部局等との水質情報の共有
化等により水道水源である地下水の保全を図る。

地下水のおいしさを｢届ける｣取組
　水道水の品質管理の徹底、安全性やおいしさのＰＲ、直
結給水の利用促進などにより、水道水のおいしさと安全性
の向上に努める。水道水をおいしいと感じる市民の割合を
80.7％（Ｈ20）から85％（Ｈ30目標）へ向上させることを目
指す。
　

上水道施設における自然エネルギーの活用
　水道施設において、太陽光発電や小水力発電など自然
エネルギーを活用し、温室効果ガスの削減を図る。

下水汚泥の有効活用
　セメント化やコンポスト（肥料）化により汚泥の有効活用を
行っている。また、平成25年4月から南部浄化センターに
おいて、汚泥固形燃料化施設の運転を開始し、マテリア
ル利用としては有効活用率は100％を達成している。

下水消化ガスの有効活用
　汚泥分解時に発生する消化ガス（メタン等）を、汚泥消化
槽での発酵促進のための加温や浄化センター内での給
湯などに活用することで、消化ガスの有効活用を図る。平
成25年度には、中部浄化センターにおいて消化ガス発電
設備の運転を開始し、発電した電力は場内で利用してい
る。また、平成28年度には、東部浄化センターにおいて消
化ガス発電設備の運転を開始した。

水道施設の太陽光発電設備　　（左）上下水道局本館　（右）八景水谷送水場

　　　　　　　　　　　　　　消化ガス発電設備
　　　　（上）中部浄化センター消化ガス発電機（エンジン）
　　　　（下）東部浄化センター消化ガス発電設備（外観）

（左）下水汚泥固形燃料化施設と（右）燃料化物（炭化固形物）
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５　お客さまを真ん中にした事業運営

（1）広報

熊本市水の科学館　

（2）お客さまの参画
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％
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ｋWｈ

％

人

頁

％

％

％
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水道局ホームページを開設し、情報発信を行っている。

上下水道に関する知識の普及啓発事業
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　出前講座
　「健軍水源地」・「立田山配水池」一般開放
　水の週間・下水道の日イベント 等

水の科学館
　水道・下水道・地下水を中心に、暮らしに欠かすことので
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（4）上下水道局の組織と職員数

事務職 技術職 事務職 技術職 事務職 技術職 事務職 技術職

職員数

合計

*管理者、再任用を除く

　平成27年4月1日には、計画調整課工事調整班について、事業に係る局内外の関連部署との調整機能を明確にするた
め、事業調整班に名称変更を変更しました。また、水道事業及び下水道事業の債権管理に対する取り組みを強化するた
め、料金課に債権管理班を設置しました。
　平成28年4月1日には、出先機関について技術職員の再配置によるお客様窓口としての機能強化を図り、富合、城南及び
植木の３営業所を廃止するとともに、それぞれ西部、北部及び南部上下水道センターに統合しました。また、井戸水世帯へ
の調査、啓発等を強化するため、料金課に賦課対策班を設置しました。さらに、管渠長寿命化対策及び不明水対策等を強
化するため、管路維持課に下水道保全班を設置するとともに、効率的な施設・民間委託管理、ストック（アセット）マネジメント
を図るため、水再生課に施設管理第一班、施設管理第二班を設置しました。

H30.3.31現在 H30.4.1現在

水道事業会計 下水道事業会計 水道事業会計 下水道事業会計

Ⅳ　組織・機構
１　機構図（平成30年3月31日現在）

維　持　管　理　部　長

技　監

債　　　権　　　管　　　理　　　室 債権管理班

総 務 課 総務班、人事班、管財班

経 営 企 画 課 企画広報班、財政班、情報システム管理班

出 納 室 水道班、下水道班

料 金 課 業務班、料金調定第一班、料金調定第二班、賦課対策班

首 席 審 議 員 （復興・防災担当）

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者

総　務　部　長

計　画　整　備　部　長

給 排 水 設 備 課 業務班、給水装置班、排水設備班

計 画 調 整 課 管理班、水道計画班、下水道計画班、事業調整班

技 術 監 理 室 技術監理班、図面情報班

水 道 整 備 課 施設班、設備班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

下 水 道 整 備 課 施設班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

水 運 用 課 計画班、運用班、施設管理班、施設維持班

水 相 談 課 管理班、サービス班、漏水防止班、老朽管対策班

西 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

北 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

南 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

管 路 維 持 課 水道維持班、下水道維持班、下水道保全班、渉外工事第一班、渉外工事第二班

維 持 補 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 維持補修班

水 質 管 理 室 管理班、検査班

水 再 生 課 施設管理第一班、施設管理第二班、水質指導班、水質管理班

西 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

中 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理第一班、管理第二班

東 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

南 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

Ⅳ　組織・機構
１　機構図（平成30年4月1日現在）

総 務 課 総務班、人事班、管財班

経 営 企 画 課 企画広報班、財政班、情報システム管理班

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者

出 納 室 水道班、下水道班

料 金 課 業務班、料金調定第一班、料金調定第二班、賦課対策班

債　　　権　　　管　　　理　　　室 債権管理班

給 排 水 設 備 課 業務班、給水装置班、排水設備班

計 画 調 整 課 管理班、水道計画班、下水道計画班、事業調整班

技 術 監 理 室 技術監理班、技術研修班、図面情報班

水 道 整 備 課 施設班、設備班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

下 水 道 整 備 課 施設班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

水 相 談 課 管理班、サービス班、漏水防止班、老朽管対策班

水 運 用 課 計画班、運用班、施設管理班、施設維持班

水 質 管 理 室 管理班、検査班

西 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

北 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

南 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

管 路 維 持 課 水道維持班、下水道維持班、下水道保全班、渉外工事第一班、渉外工事第二班

南 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

西 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

技　監

総　務　部　長

計　画　整　備　部　長

維　持　管　理　部　長

水 再 生 課 施設管理第一班、施設管理第二班、水質指導班、水質管理班

中 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理第一班、管理第二班

東 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

維 持 補 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 維持補修班

６　安定した事業経営

（1）水道事業会計の経理状況 ※千円未満四捨五入

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

千円

決 千円

千円

千円

算 千円

千円 △ 6,021,497 △ 5,256,503 △ 6,572,059 △ 5,941,643 △ 6,831,529

損 千円

益 千円

計 千円

算 千円

貸 千円

借 千円

対 千円

照 千円

表 千円

円/ｍ

円/ｍ

％

％

％

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

千円

決 千円

千円

千円

算 千円

千円 △ 6,498,492 △ 7,216,492 △ 6,777,398 △ 6,621,241 △ 7,313,132

損 千円

益 千円

計 千円

算 千円

貸 千円

借 千円

対 千円

照 千円

表 千円

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

％

％

（3）工業用水道事業会計の経理状況

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

円

円

円

経
営
分
析 経常収支比率

指標名

収益的収入(税込）

収益的支出(税込）

収益的収支(税込）

資本的収入(税込）

資本的支出(税込）

資本的収支(税込）

水道事業収益（税抜）

うち水道料金収入（税抜）

水道事業費（税抜）

水道事業当年度純利益

貸借対照表　資産の部

貸借対照表　負債の部

貸借対照表　資本の部

利益剰余金

企業債残高

供給単価

給水原価

営業収支比率

料金回収率

指標名

収益的収入(税込）

収益的支出(税込）

（2）下水道事業会計の経理状況　※千円未満四捨五入

収益的収支(税込）

資本的収入(税込）

資本的支出(税込）

資本的収支(税込）

下水道事業収益（税抜）

うち下水道使用料収入（税抜）

下水道事業費（税抜）

下水道事業当年度純利益

貸借対照表　資産の部

貸借対照表　負債の部

貸借対照表　資本の部

利益剰余金

企業債残高

経
　
営
　
分
　
析

使用料単価

汚水処理原価

汚水処理原価（分流式経費を除く）

汚水処理原価（維持管理費）

汚水処理原価（資本費、但し分流式経費を除く）

経費回収率（分流式経費を除く）

使用料回収率（維持管理費）

指標名

損
益
計
算

工業用水道事業収益（税抜）

当年度純利益

工業用水道事業費（税抜）
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（4）上下水道局の組織と職員数

事務職 技術職 事務職 技術職 事務職 技術職 事務職 技術職

職員数

合計

*管理者、再任用を除く

　平成27年4月1日には、計画調整課工事調整班について、事業に係る局内外の関連部署との調整機能を明確にするた
め、事業調整班に名称変更を変更しました。また、水道事業及び下水道事業の債権管理に対する取り組みを強化するた
め、料金課に債権管理班を設置しました。
　平成28年4月1日には、出先機関について技術職員の再配置によるお客様窓口としての機能強化を図り、富合、城南及び
植木の３営業所を廃止するとともに、それぞれ西部、北部及び南部上下水道センターに統合しました。また、井戸水世帯へ
の調査、啓発等を強化するため、料金課に賦課対策班を設置しました。さらに、管渠長寿命化対策及び不明水対策等を強
化するため、管路維持課に下水道保全班を設置するとともに、効率的な施設・民間委託管理、ストック（アセット）マネジメント
を図るため、水再生課に施設管理第一班、施設管理第二班を設置しました。

H30.3.31現在 H30.4.1現在

水道事業会計 下水道事業会計 水道事業会計 下水道事業会計

Ⅳ　組織・機構
１　機構図（平成30年3月31日現在）

維　持　管　理　部　長

技　監

債　　　権　　　管　　　理　　　室 債権管理班

総 務 課 総務班、人事班、管財班

経 営 企 画 課 企画広報班、財政班、情報システム管理班

出 納 室 水道班、下水道班

料 金 課 業務班、料金調定第一班、料金調定第二班、賦課対策班

首 席 審 議 員 （復興・防災担当）

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者

総　務　部　長

計　画　整　備　部　長

給 排 水 設 備 課 業務班、給水装置班、排水設備班

計 画 調 整 課 管理班、水道計画班、下水道計画班、事業調整班

技 術 監 理 室 技術監理班、図面情報班

水 道 整 備 課 施設班、設備班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

下 水 道 整 備 課 施設班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

水 運 用 課 計画班、運用班、施設管理班、施設維持班

水 相 談 課 管理班、サービス班、漏水防止班、老朽管対策班

西 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

北 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

南 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

管 路 維 持 課 水道維持班、下水道維持班、下水道保全班、渉外工事第一班、渉外工事第二班

維 持 補 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 維持補修班

水 質 管 理 室 管理班、検査班

水 再 生 課 施設管理第一班、施設管理第二班、水質指導班、水質管理班

西 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

中 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理第一班、管理第二班

東 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

南 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

Ⅳ　組織・機構
１　機構図（平成30年4月1日現在）

総 務 課 総務班、人事班、管財班

経 営 企 画 課 企画広報班、財政班、情報システム管理班

熊 本 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者

出 納 室 水道班、下水道班

料 金 課 業務班、料金調定第一班、料金調定第二班、賦課対策班

債　　　権　　　管　　　理　　　室 債権管理班

給 排 水 設 備 課 業務班、給水装置班、排水設備班

計 画 調 整 課 管理班、水道計画班、下水道計画班、事業調整班

技 術 監 理 室 技術監理班、技術研修班、図面情報班

水 道 整 備 課 施設班、設備班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

下 水 道 整 備 課 施設班、工事第一班、工事第二班、工事第三班

水 相 談 課 管理班、サービス班、漏水防止班、老朽管対策班

水 運 用 課 計画班、運用班、施設管理班、施設維持班

水 質 管 理 室 管理班、検査班

西 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

北 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

南 部 上 下 水 道 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

管 路 維 持 課 水道維持班、下水道維持班、下水道保全班、渉外工事第一班、渉外工事第二班

南 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

西 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

技　監

総　務　部　長

計　画　整　備　部　長

維　持　管　理　部　長

水 再 生 課 施設管理第一班、施設管理第二班、水質指導班、水質管理班

中 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理第一班、管理第二班

東 部 浄 化 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 管理班

維 持 補 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 維持補修班

６　安定した事業経営

（1）水道事業会計の経理状況 ※千円未満四捨五入

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

千円

決 千円

千円

千円

算 千円

千円 △ 6,021,497 △ 5,256,503 △ 6,572,059 △ 5,941,643 △ 6,831,529

損 千円

益 千円

計 千円

算 千円

貸 千円

借 千円

対 千円

照 千円

表 千円

円/ｍ

円/ｍ

％

％

％

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

千円

決 千円

千円

千円

算 千円

千円 △ 6,498,492 △ 7,216,492 △ 6,777,398 △ 6,621,241 △ 7,313,132

損 千円

益 千円

計 千円

算 千円

貸 千円

借 千円

対 千円

照 千円

表 千円

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

円/ｍ

％

％

（3）工業用水道事業会計の経理状況

番号 単位 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

円

円

円

経
営
分
析 経常収支比率

指標名

収益的収入(税込）

収益的支出(税込）

収益的収支(税込）

資本的収入(税込）

資本的支出(税込）

資本的収支(税込）

水道事業収益（税抜）

うち水道料金収入（税抜）

水道事業費（税抜）

水道事業当年度純利益

貸借対照表　資産の部

貸借対照表　負債の部

貸借対照表　資本の部

利益剰余金

企業債残高

供給単価

給水原価

営業収支比率

料金回収率

指標名

収益的収入(税込）

収益的支出(税込）

（2）下水道事業会計の経理状況　※千円未満四捨五入

収益的収支(税込）

資本的収入(税込）

資本的支出(税込）

資本的収支(税込）

下水道事業収益（税抜）

うち下水道使用料収入（税抜）

下水道事業費（税抜）

下水道事業当年度純利益

貸借対照表　資産の部

貸借対照表　負債の部

貸借対照表　資本の部

利益剰余金

企業債残高

経
　
営
　
分
　
析

使用料単価

汚水処理原価

汚水処理原価（分流式経費を除く）

汚水処理原価（維持管理費）

汚水処理原価（資本費、但し分流式経費を除く）

経費回収率（分流式経費を除く）

使用料回収率（維持管理費）

指標名

損
益
計
算

工業用水道事業収益（税抜）

当年度純利益

工業用水道事業費（税抜）
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定義・解説・注釈

熊本県統計調査課にて算出された推計人口（国勢調査による人口及び世帯数を基準とし、住民基本台帳及び外国人登録法などに基づき市に届出の
あった出生・死亡などの数を加減して集計算出された数値）。

水道法により認可（又は変更認可）された事業計画に定める計画給水人口の合計。

給水区域内に居住する人口（推計人口をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は含めない。

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう（推計人口をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口には含まれな
い。

給水人口（推計人口）/給水区域内人口（推計人口）

給水人口（推計人口）/行政区域内人口（推計人口）

熊本県統計調査課にて算出された熊本市の推計世帯数（翌年度4月1日現在）。

水道により給水を受けている世帯数のこと。
熊本県統計調査課にて算出された熊本市の世帯数（翌年度4月1日現在）－未給水世帯の世帯数

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう（住民基本台帳登録数をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口に
は含まれない。

給水人口（住民基本台帳）/行政区域内人口（住民基本台帳）

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

給水区域の面積。

給水契約の対象となっている戸数のこと。各戸検針を行っていない共同住宅も世帯別に基本料金が適用されているものは給水戸数となる。

定義・解説・注釈

取水井戸がある地域の数。

取水井戸の数。

配水池、ポンプ及びバルブ、その他の付属設備から構成される配水のための施設。

給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うために、浄水を一時貯える池。

水道水を貯めておく配水池の有効容量が、平均配水量の何日分あるかを示す（配水池有効容量/１日平均配水量）。

各取水井の取水能力の合計。

取水井から浄水処理前の原水を調整池・集水槽に送る管のこと。

調整池・集水槽から飲用可能な状態に処理された水を配水池に送る管のこと。

配水池以降の水を供給する管のこと。

導水管、送水管、配水管の合計。

新設管路（布設替えや増径は含まないが、道路拡幅等に伴い新たに反対側に布設する場合等は含む。）延長/管路総延長
※平成25年度は城南町を除く。
更新された管路延長/前年度における管路総延長
※平成25年度は城南町を除く。

公設の消火栓の数。

災害対策用貯水施設の貯水容量。

応急給水施設数/給水区域面積
※平成27年度までは応急給水施設数に他部署所管の耐震性貯水槽を含む。
耐震対策の施されている配水池有効容量/配水池等有効容量
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されている浄水施設能力/全浄水施設能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されているポンプ所能力/耐震化対象ポンプ所能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）

耐震適合性のある基幹管路/基幹管路総延長

耐震管延長/管路総延長

Ⅳ　業務指標

１　水道事業

（1）水道の普及に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

行政区域内人口（推計人口） 人

計画給水人口 人

給水区域内人口(推計人口） 人

給水人口（推計人口） 人

給水普及率（推計人口） ％

水道普及率（推計人口） ％

行政区域内世帯数（推計人口） 世帯

給水世帯数（推計人口） 世帯

行政区域内人口（住民基本台帳） 人

給水人口（住民基本台帳） 人

普及状況（住民基本台帳） ％

面 行政区域内面積

積 給水区域面積

給水戸数（給水件数） 件

（2）水道施設・管路に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

水源地 箇所

施 取水箇所 箇所

配水施設 箇所

配水池 池

設 配水池貯留能力 日

公称施設能力 ｍ /日

導水管延長 ｍ

管 送水管延長 ｍ

配水管延長 ｍ

導・送・配水管合計（管路総延長） ｍ

路 管路の新設率※ ％

管路の更新率※ ％

公設消火栓数 個

災害対策用貯水施設貯水量 ｍ

応急給水施設密度※ 箇所/100ｋｍ

配水池の耐震化率※ ％

浄水施設の耐震化率※ ％

ポンプ所の耐震化率※ ％

耐震適合性のある基幹管路の割合 ％

水道管路の耐震化率 ％

指標名

指標名

推
計
人
口

（
世
帯

）

住
民
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本

台
帳
人
口
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定義・解説・注釈

熊本県統計調査課にて算出された推計人口（国勢調査による人口及び世帯数を基準とし、住民基本台帳及び外国人登録法などに基づき市に届出の
あった出生・死亡などの数を加減して集計算出された数値）。

水道法により認可（又は変更認可）された事業計画に定める計画給水人口の合計。

給水区域内に居住する人口（推計人口をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は含めない。

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう（推計人口をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口には含まれな
い。

給水人口（推計人口）/給水区域内人口（推計人口）

給水人口（推計人口）/行政区域内人口（推計人口）

熊本県統計調査課にて算出された熊本市の推計世帯数（翌年度4月1日現在）。

水道により給水を受けている世帯数のこと。
熊本県統計調査課にて算出された熊本市の世帯数（翌年度4月1日現在）－未給水世帯の世帯数

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう（住民基本台帳登録数をもとに算出）。給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口に
は含まれない。

給水人口（住民基本台帳）/行政区域内人口（住民基本台帳）

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

給水区域の面積。

給水契約の対象となっている戸数のこと。各戸検針を行っていない共同住宅も世帯別に基本料金が適用されているものは給水戸数となる。

定義・解説・注釈

取水井戸がある地域の数。

取水井戸の数。

配水池、ポンプ及びバルブ、その他の付属設備から構成される配水のための施設。

給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うために、浄水を一時貯える池。

水道水を貯めておく配水池の有効容量が、平均配水量の何日分あるかを示す（配水池有効容量/１日平均配水量）。

各取水井の取水能力の合計。

取水井から浄水処理前の原水を調整池・集水槽に送る管のこと。

調整池・集水槽から飲用可能な状態に処理された水を配水池に送る管のこと。

配水池以降の水を供給する管のこと。

導水管、送水管、配水管の合計。

新設管路（布設替えや増径は含まないが、道路拡幅等に伴い新たに反対側に布設する場合等は含む。）延長/管路総延長
※平成25年度は城南町を除く。
更新された管路延長/前年度における管路総延長
※平成25年度は城南町を除く。

公設の消火栓の数。

災害対策用貯水施設の貯水容量。

応急給水施設数/給水区域面積
※平成27年度までは応急給水施設数に他部署所管の耐震性貯水槽を含む。
耐震対策の施されている配水池有効容量/配水池等有効容量
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されている浄水施設能力/全浄水施設能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されているポンプ所能力/耐震化対象ポンプ所能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）

耐震適合性のある基幹管路/基幹管路総延長

耐震管延長/管路総延長

Ⅳ　業務指標

１　水道事業

（1）水道の普及に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

行政区域内人口（推計人口） 人

計画給水人口 人

給水区域内人口(推計人口） 人

給水人口（推計人口） 人

給水普及率（推計人口） ％

水道普及率（推計人口） ％

行政区域内世帯数（推計人口） 世帯

給水世帯数（推計人口） 世帯

行政区域内人口（住民基本台帳） 人

給水人口（住民基本台帳） 人

普及状況（住民基本台帳） ％

面 行政区域内面積

積 給水区域面積

給水戸数（給水件数） 件

（2）水道施設・管路に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

水源地 箇所

施 取水箇所 箇所

配水施設 箇所

配水池 池

設 配水池貯留能力 日

公称施設能力 ｍ /日

導水管延長 ｍ

管 送水管延長 ｍ

配水管延長 ｍ

導・送・配水管合計（管路総延長） ｍ

路 管路の新設率※ ％

管路の更新率※ ％

公設消火栓数 個

災害対策用貯水施設貯水量 ｍ

応急給水施設密度※ 箇所/100ｋｍ

配水池の耐震化率※ ％

浄水施設の耐震化率※ ％

ポンプ所の耐震化率※ ％

耐震適合性のある基幹管路の割合 ％

水道管路の耐震化率 ％

指標名

指標名
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計
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定義・解説・注釈

水道事業体の取水施設から取水された年間の総水量。
※平成27年度までは取水流量計が未整備のため、富合町、城南町、植木町は除く。
年間有効水量/年間取水量
※平成27年度までは取水流量計が未整備のため、富合町、城南町、植木町を除く値で算出。

配水池、配水ポンプなどから配水管に送り出された水量。

年間配水量/12ヶ月

日量最大の配水量。日付けは最大配水量を記録した日。

日量最小の配水量。日付けは最小配水量を記録した日。

年間配水量/年間日数（365日または366日）

1日最大配水量/給水人口（推計人口）

1日平均配水量/給水人口（推計人口）

料金徴収の対象となった水量。

年間有収水量/年間日数（365日または366日）

1日平均有収水量/給水人口（推計人口）

年間有収水量（上水道）/年間配水（給水）量

使用上有効と見られる水量。有収水量、洗管水量、局業務用、消防用、メーター不感水量、調定減額水量等をいう。

年間有効水量/年間日数（365日または366日）

年間有効水量/年間配水量

用途別調定水量のうち、用途「生活用」の水量。

生活用水量/給水人口（推計人口）

水源地及び配水場などの水道施設で使用した総電力量。

年間電力量/年間配水量

水源地及び配水場などの水道施設で使用した総電力料金。

年間電力料金/年間配水量

水質基準適合回数/検査回数　（毎月給水栓検査）

漏水調査及び一般からの通報受付により、漏水防止等のため修理した件数（配水管修理件数、給水管（公道）修理件数、給水管修理（メーター上流）、
弁栓漏水件数）。

漏水調査及び一般からの通報受付により、漏水防止等のため実施した修理により防止された漏水の推計値。

鉛製給水管使用件数/給水件数
※旧市内（富合町・城南町・植木町を除く）のみ。
熊本市第6次総合計画に基づくアンケート調査の結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。
※平成28年度からは第7次総合計画への移行に伴うアンケート内容の変更により未調査。

受水槽を介さず、配水管の水圧または直結加圧ポンプにより直接給水される給水件数。

直結給水件数/給水件数

量水器（メーター）の据付個数。

定義・解説・注釈

上下水道局が参画した地下水の推定かん養量。
※平成28年度までは(公財)くまもと地下水財団負担金に相当する推定かん養量は除く。

水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

上水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/年間配水量

水道施設における太陽光発電設備、小水力発電等の自然エネルギーの発電量。

（3）水道の維持管理に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

取 年間取水量※ ｍ

水 原水有効利用率※ ％

年間配水（給水）量 ｍ

配 月平均配水量 ｍ

１日最大配水量 ｍ

水 １日最小配水量 ｍ

１日平均配水量 ｍ

量 １人１日最大配水量 リットル

１人１日平均配水量 リットル

有 年間有収水量（上水道） ｍ

収 １日平均有収水量 ｍ

水 １人１日平均有収水量 リットル

量 有収率（上水道） ％

年間有効水量 ｍ

１日平均有効水量 ｍ

有効率 ％

生活用水量 ｍ

１人１日生活用水量 リットル

年間電力量 ｋWｈ

電 配水量１ｍ あたり電力量 ｋWｈ/ｍ

力 年間電力料金 円

配水量１ｍ あたり電力料金 円/ｍ

水質基準適合率 ％

修理件数 件

推定漏水防止量 万ｍ

鉛製給水管率※ ％

水道水をおいしいと感じる市民の割合※ ％

直結給水件数 件

直結給水率 ％

量水器据付個数 個

（4）水道事業における環境に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

上下水道局が参画した地下水の推定か
ん養量※ 万ｍ

エネルギーの使用に伴う上水道事業の二
酸化炭素排出量

配水量１ｍ あたり二酸化炭素排出量 ｇ-CO

水道施設における自然エネルギー発電量 ｋWｈ

温
暖
化
対
策

エ
ネ
ル
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指標名

指標名
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定義・解説・注釈

水道事業体の取水施設から取水された年間の総水量。
※平成27年度までは取水流量計が未整備のため、富合町、城南町、植木町は除く。
年間有効水量/年間取水量
※平成27年度までは取水流量計が未整備のため、富合町、城南町、植木町を除く値で算出。

配水池、配水ポンプなどから配水管に送り出された水量。

年間配水量/12ヶ月

日量最大の配水量。日付けは最大配水量を記録した日。

日量最小の配水量。日付けは最小配水量を記録した日。

年間配水量/年間日数（365日または366日）

1日最大配水量/給水人口（推計人口）

1日平均配水量/給水人口（推計人口）

料金徴収の対象となった水量。

年間有収水量/年間日数（365日または366日）

1日平均有収水量/給水人口（推計人口）

年間有収水量（上水道）/年間配水（給水）量

使用上有効と見られる水量。有収水量、洗管水量、局業務用、消防用、メーター不感水量、調定減額水量等をいう。

年間有効水量/年間日数（365日または366日）

年間有効水量/年間配水量

用途別調定水量のうち、用途「生活用」の水量。

生活用水量/給水人口（推計人口）

水源地及び配水場などの水道施設で使用した総電力量。

年間電力量/年間配水量

水源地及び配水場などの水道施設で使用した総電力料金。

年間電力料金/年間配水量

水質基準適合回数/検査回数　（毎月給水栓検査）

漏水調査及び一般からの通報受付により、漏水防止等のため修理した件数（配水管修理件数、給水管（公道）修理件数、給水管修理（メーター上流）、
弁栓漏水件数）。

漏水調査及び一般からの通報受付により、漏水防止等のため実施した修理により防止された漏水の推計値。

鉛製給水管使用件数/給水件数
※旧市内（富合町・城南町・植木町を除く）のみ。
熊本市第6次総合計画に基づくアンケート調査の結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。
※平成28年度からは第7次総合計画への移行に伴うアンケート内容の変更により未調査。

受水槽を介さず、配水管の水圧または直結加圧ポンプにより直接給水される給水件数。

直結給水件数/給水件数

量水器（メーター）の据付個数。

定義・解説・注釈

上下水道局が参画した地下水の推定かん養量。
※平成28年度までは(公財)くまもと地下水財団負担金に相当する推定かん養量は除く。

水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

上水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/年間配水量

水道施設における太陽光発電設備、小水力発電等の自然エネルギーの発電量。

（3）水道の維持管理に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

取 年間取水量※ ｍ

水 原水有効利用率※ ％

年間配水（給水）量 ｍ

配 月平均配水量 ｍ

１日最大配水量 ｍ

水 １日最小配水量 ｍ

１日平均配水量 ｍ

量 １人１日最大配水量 リットル

１人１日平均配水量 リットル

有 年間有収水量（上水道） ｍ

収 １日平均有収水量 ｍ

水 １人１日平均有収水量 リットル

量 有収率（上水道） ％

年間有効水量 ｍ

１日平均有効水量 ｍ

有効率 ％

生活用水量 ｍ

１人１日生活用水量 リットル

年間電力量 ｋWｈ

電 配水量１ｍ あたり電力量 ｋWｈ/ｍ

力 年間電力料金 円

配水量１ｍ あたり電力料金 円/ｍ

水質基準適合率 ％

修理件数 件

推定漏水防止量 万ｍ

鉛製給水管率※ ％

水道水をおいしいと感じる市民の割合※ ％

直結給水件数 件

直結給水率 ％

量水器据付個数 個

（4）水道事業における環境に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

上下水道局が参画した地下水の推定か
ん養量※ 万ｍ

エネルギーの使用に伴う上水道事業の二
酸化炭素排出量

配水量１ｍ あたり二酸化炭素排出量 ｇ-CO

水道施設における自然エネルギー発電量 ｋWｈ

温
暖
化
対
策
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定義・解説・注釈

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。収益的支出の財源となる収入。実際に執行に必要な税込金額で表示される予算額に対応するため、税込
表示。
営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。送水や維持管理に要する費用（人件費や施設維持のための電気代、薬品費、修理代等）。実際に執行に
必要な税込金額で表示される予算額に対応するため、税込表示。

収益的収入から収益的支出を引いたもの。

企業債、他会計出資金、補助金等、水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）の財源となる収入。実際に執行に必要な税込金額で
表示される予算額に対応するため、税込表示。
水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）。施設の建設や改良等の設備投資に必要な経費など。実際に執行に必要な税込金額で
表示される予算額に対応するため、税込表示。

資本的収入から資本的支出を引いたもの。

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業収入のうち水道料金による収入の額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。 施設を維持し、水を送るための費用。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

水道事業収益から水道事業費用を引いたもの。正の場合は利益を、負の場合は損失を示す。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定資産（有形固定資産（土地・建物・構築物等）、無形固定資産、投資）及び流動
資産（現金預金、未収金、貯蔵品等）の合計額。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定負債（退職給与引当金等）及び流動負債（未払金等）の合計額。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する資本金（自己資本金、借入資本金（企業債等））及び剰余金（資本剰余金（補助金
等）、利益剰余金（減債積立金、当年度純利益等））の合計額。

減債積立金（企業債償還など設備投資関係の資本的収支不足額を補てんするための積立）や当年度純利益等。

水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する企業債(負債又は借入資本金)の残高。

有収水量1㎥あたり、どれだけの収益を得ているかを判断する指標。有収水量1㎥あたりの給水収益【給水収益÷年間有収水量】

有収水量1㎥あたり、どれだけの費用がかかっているかを判断する指標。有収水量1㎥あたりの原価【（経常費用-（受託工事費+不用品売却原価+長期
前受金戻入※）÷年間有収水量】　※長期前受金戻入は26年度から控除

（営業収益－受託工事収益）/（営業費用－受託工事費）100％以上の事業は健全経営といえる。

（営業収益＋営業外収益）/（営業費用＋営業外費用）100％を超える場合は単年度黒字を表す。

供給単価/給水原価。供給単価と給水原価の関係を表す指標。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

（5）水道事業会計に関する指標　※千円未満四捨五入

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

収益的収入(税込） 千円

決 収益的支出(税込） 千円

収益的収支(税込） 千円

資本的収入(税込） 千円

算 資本的支出(税込） 千円

資本的収支(税込） 千円 △ 6,021,497 △ 5,256,503 △ 6,572,059 △ 5,941,643 △ 6,831,529

損 水道事業収益（税抜） 千円

益 うち水道料金収入（税抜） 千円

計 水道事業費（税抜） 千円

算 水道事業当年度純利益 千円

貸 貸借対照表　資産の部 千円

借 貸借対照表　負債の部 千円

対 貸借対照表　資本の部 千円

照 利益剰余金 千円

表 企業債残高 千円

供給単価 円/ｍ

給水原価 円/ｍ

営業収支比率 ％

経常収支比率 ％

料金回収率 ％

（6）職員（水道事業会計支弁職員）

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

水道事業会計支弁職員 人

うち損益勘定職員数 人

年間配水量 ｍ /人

年間配水量（損益勘定職員） ｍ /人

年間有収水量 ｍ /人

年間有収水量（損益勘定職員） ｍ /人

水道料金収入 円/人

水道料金収入（損益勘定職員） 円/人

経
　
営
　
分
　
析

職
員
１
人
当
た
り

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。収益的支出の財源となる収入。実際に執行に必要な税込金額で表示される予算額に対応するため、税込
表示。
営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。送水や維持管理に要する費用（人件費や施設維持のための電気代、薬品費、修理代等）。実際に執行に
必要な税込金額で表示される予算額に対応するため、税込表示。

収益的収入から収益的支出を引いたもの。

企業債、他会計出資金、補助金等、水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）の財源となる収入。実際に執行に必要な税込金額で
表示される予算額に対応するため、税込表示。
水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）。施設の建設や改良等の設備投資に必要な経費など。実際に執行に必要な税込金額で
表示される予算額に対応するため、税込表示。

資本的収入から資本的支出を引いたもの。

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業収入のうち水道料金による収入の額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。 施設を維持し、水を送るための費用。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

水道事業収益から水道事業費用を引いたもの。正の場合は利益を、負の場合は損失を示す。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定資産（有形固定資産（土地・建物・構築物等）、無形固定資産、投資）及び流動
資産（現金預金、未収金、貯蔵品等）の合計額。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定負債（退職給与引当金等）及び流動負債（未払金等）の合計額。

貸借対照表のうち、水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する資本金（自己資本金、借入資本金（企業債等））及び剰余金（資本剰余金（補助金
等）、利益剰余金（減債積立金、当年度純利益等））の合計額。

減債積立金（企業債償還など設備投資関係の資本的収支不足額を補てんするための積立）や当年度純利益等。

水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する企業債(負債又は借入資本金)の残高。

有収水量1㎥あたり、どれだけの収益を得ているかを判断する指標。有収水量1㎥あたりの給水収益【給水収益÷年間有収水量】

有収水量1㎥あたり、どれだけの費用がかかっているかを判断する指標。有収水量1㎥あたりの原価【（経常費用-（受託工事費+不用品売却原価+長期
前受金戻入※）÷年間有収水量】　※長期前受金戻入は26年度から控除

（営業収益－受託工事収益）/（営業費用－受託工事費）100％以上の事業は健全経営といえる。

（営業収益＋営業外収益）/（営業費用＋営業外費用）100％を超える場合は単年度黒字を表す。

供給単価/給水原価。供給単価と給水原価の関係を表す指標。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

（5）水道事業会計に関する指標　※千円未満四捨五入

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

収益的収入(税込） 千円

決 収益的支出(税込） 千円

収益的収支(税込） 千円

資本的収入(税込） 千円

算 資本的支出(税込） 千円

資本的収支(税込） 千円 △ 6,021,497 △ 5,256,503 △ 6,572,059 △ 5,941,643 △ 6,831,529

損 水道事業収益（税抜） 千円

益 うち水道料金収入（税抜） 千円

計 水道事業費（税抜） 千円

算 水道事業当年度純利益 千円

貸 貸借対照表　資産の部 千円

借 貸借対照表　負債の部 千円

対 貸借対照表　資本の部 千円

照 利益剰余金 千円

表 企業債残高 千円

供給単価 円/ｍ

給水原価 円/ｍ

営業収支比率 ％

経常収支比率 ％

料金回収率 ％

（6）職員（水道事業会計支弁職員）

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

水道事業会計支弁職員 人

うち損益勘定職員数 人

年間配水量 ｍ /人

年間配水量（損益勘定職員） ｍ /人

年間有収水量 ｍ /人

年間有収水量（損益勘定職員） ｍ /人

水道料金収入 円/人

水道料金収入（損益勘定職員） 円/人

経
　
営
　
分
　
析

職
員
１
人
当
た
り

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

既に市街地となっている区域や今後、優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域の面積。

将来の地域の状況などに対応した長期的な人口の増加・減少の見込みや財政収支の見込み等を考慮して総合的な見地から設定した区域の面積。

公共下水道により下水を排除することができる区域であり、排除された汚水の処理を行う区域と雨水による浸水の防除を図る区域の面積。

公共下水道により下水を排除することができる地域（排水区域）のうち、排除された汚水の処理を行う区域の面積。

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

既に市街地となっている区域や今後、優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域内人口。

将来の地域の状況などに対応した長期的な人口の増加・減少の見込みや財政収支の見込み等を考慮して総合的な見地から設定した区域内人口。

公共下水道により下水を排除することができる区域であり、排除された汚水の処理を行う区域と雨水による浸水の防除を図る区域内人口。

公共下水道により下水を排除することができる地域（排水区域）のうち、排除された汚水の処理を行う区域内人口。

現在処理区域内人口/行政区域内人口（住民基本台帳）

実際に水洗便所を設置して汚水を下水道で処理している人口（下水道に接続している人口）。

現在水洗便所設置済人口/現在処理区域内人口

現在処理区域内の戸数。

実際に水洗便所を設置して汚水を下水道で処理している戸数（下水道に接続している戸数）。

水洗化戸数/普及戸数

定義・解説・注釈

上水道の給水計画、土地利用形態等を考慮し、生活汚水量、営業排水量、工場排水量、地下水量に区分して算出した計画汚水量を処理できる能力。
※北部流域関連（北部・植木）、富合（宇土）、河内を除く。

現在有する水処理施設の能力（晴天時）。

現在有する水処理施設の能力（雨天時）。

晴天時に水処理施設に入った日最大処理水量。

雨天時に水処理施設に入った日最大の処理水量。

所管となっている全ての浄化センター数。

汚水を浄化センター等へ送るポンプ施設数。

家庭雑排水のみを集めて処理する管渠の延長。

道路等に降った雨水を集めて処理する管渠の延長。

家庭雑排水と道路等に降った雨水を1本の管に集めて処理する管渠の延長。

下水道整備を開始してから、道路等に布設された下水道管の長さ。

下水管布設延長に対する合流管（汚水と雨水を一緒に集め、移送する管）の占める割合。

ポンプ場及び浄化センター耐震対策実施済施設数/ポンプ場及び浄化センター施設総数。

耐震化済延長/整備済延長

重点6地区の改善排水面積/重点6地区の総排水面積

２　下水道事業

（1）下水道の普及に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
行政区域内面積

面 市街化区域面積

全体計画面積

積 現在整備済面積

現在処理区域面積

【再】
行政区域内人口（住民基本台帳） 人

市街化区域内人口（住民基本台帳） 人

全体計画人口 人

現在排水区域内人口 人

現在処理区域内人口 人

行政区域内人口に対する普及率 ％

現在水洗便所設置済人口 人

水 水洗化率（人口） ％

洗 普及戸数 戸

化 水洗化戸数 戸

水洗化率（戸数） ％

（2）下水道施設・管路に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

計画処理能力※ ｍ /日

施 現在処理能力（晴天） ｍ /日

現在処理能力（雨天） ｍ /分

現在最大処理能力（晴天） ｍ /日

現在最大処理能力（雨天） ｍ /分

設 浄化センター数 箇所

ポンプ場数 箇所

汚水管延長 ｋｍ

管 雨水管延長 ｋｍ

合流管延長 ｋｍ

渠 下水道管路布設延長 ｋｍ

布設延長に対し合流管が占める割合 ％

ポンプ場及び浄化センターの耐震対策実施率 ％

下水道管路の耐震化率 ％

重点６地区の対策率 ％

人
口

（
住
民
基
本
台
帳

）

災
害
対
策

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

既に市街地となっている区域や今後、優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域の面積。

将来の地域の状況などに対応した長期的な人口の増加・減少の見込みや財政収支の見込み等を考慮して総合的な見地から設定した区域の面積。

公共下水道により下水を排除することができる区域であり、排除された汚水の処理を行う区域と雨水による浸水の防除を図る区域の面積。

公共下水道により下水を排除することができる地域（排水区域）のうち、排除された汚水の処理を行う区域の面積。

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

既に市街地となっている区域や今後、優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域内人口。

将来の地域の状況などに対応した長期的な人口の増加・減少の見込みや財政収支の見込み等を考慮して総合的な見地から設定した区域内人口。

公共下水道により下水を排除することができる区域であり、排除された汚水の処理を行う区域と雨水による浸水の防除を図る区域内人口。

公共下水道により下水を排除することができる地域（排水区域）のうち、排除された汚水の処理を行う区域内人口。

現在処理区域内人口/行政区域内人口（住民基本台帳）

実際に水洗便所を設置して汚水を下水道で処理している人口（下水道に接続している人口）。

現在水洗便所設置済人口/現在処理区域内人口

現在処理区域内の戸数。

実際に水洗便所を設置して汚水を下水道で処理している戸数（下水道に接続している戸数）。

水洗化戸数/普及戸数

定義・解説・注釈

上水道の給水計画、土地利用形態等を考慮し、生活汚水量、営業排水量、工場排水量、地下水量に区分して算出した計画汚水量を処理できる能力。
※北部流域関連（北部・植木）、富合（宇土）、河内を除く。

現在有する水処理施設の能力（晴天時）。

現在有する水処理施設の能力（雨天時）。

晴天時に水処理施設に入った日最大処理水量。

雨天時に水処理施設に入った日最大の処理水量。

所管となっている全ての浄化センター数。

汚水を浄化センター等へ送るポンプ施設数。

家庭雑排水のみを集めて処理する管渠の延長。

道路等に降った雨水を集めて処理する管渠の延長。

家庭雑排水と道路等に降った雨水を1本の管に集めて処理する管渠の延長。

下水道整備を開始してから、道路等に布設された下水道管の長さ。

下水管布設延長に対する合流管（汚水と雨水を一緒に集め、移送する管）の占める割合。

ポンプ場及び浄化センター耐震対策実施済施設数/ポンプ場及び浄化センター施設総数。

耐震化済延長/整備済延長

重点6地区の改善排水面積/重点6地区の総排水面積

２　下水道事業

（1）下水道の普及に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
行政区域内面積

面 市街化区域面積

全体計画面積

積 現在整備済面積

現在処理区域面積

【再】
行政区域内人口（住民基本台帳） 人

市街化区域内人口（住民基本台帳） 人

全体計画人口 人

現在排水区域内人口 人

現在処理区域内人口 人

行政区域内人口に対する普及率 ％

現在水洗便所設置済人口 人

水 水洗化率（人口） ％

洗 普及戸数 戸

化 水洗化戸数 戸

水洗化率（戸数） ％

（2）下水道施設・管路に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

計画処理能力※ ｍ /日

施 現在処理能力（晴天） ｍ /日

現在処理能力（雨天） ｍ /分

現在最大処理能力（晴天） ｍ /日

現在最大処理能力（雨天） ｍ /分

設 浄化センター数 箇所

ポンプ場数 箇所

汚水管延長 ｋｍ

管 雨水管延長 ｋｍ

合流管延長 ｋｍ

渠 下水道管路布設延長 ｋｍ

布設延長に対し合流管が占める割合 ％

ポンプ場及び浄化センターの耐震対策実施率 ％

下水道管路の耐震化率 ％

重点６地区の対策率 ％

人
口

（
住
民
基
本
台
帳

）

災
害
対
策

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

浄化センター（中部、東部、南部、西部、北部(県営)、城南、宇土市(富合町分を受入)）で処理した汚水量。

市営の浄化センター（中部、東部、南部、西部、城南）で処理した汚水量。

浄化センター（中部、東部）で処理した雨水量。

市営の浄化センター（中部、東部）で処理した雨水量。

浄化センター（中部、東部、南部、西部、北部(県営)、城南、宇土市(富合町分を受入)）で処理した総処理水量。

市営の浄化センター（中部、東部、南部、西部、城南）で処理した総処理水量。

実績日平均処理水量（過去1年実績）。

下水道使用料徴収の対象となった汚水の年間水量。

年間有収水量（下水道）/汚水処理量。処理した汚水のうち下水道使用料徴収の対象となる有収水の割合、高いほど不明水等が少なく、効率的である。

下水道施設機器の更新が完了した施設数/下水道施設機器で更新が必要な施設数（H20～H30）

浄化センター、中継ポンプ場、マンホールポンプ場などの下水道施設で使用した総電力量。

電力量/処理水量（市営の浄化センターの総処理水量）

定義・解説・注釈

再生水を利用（場内及び場外利用）した１年間の水量。

年間再生水利用量/処理水量。

（下水道処理区域内人口+合併浄化槽処理人口+農業集落排水処理人口）/行政区域内人口
行政区域内人口は、住民基本台帳による。
合流式下水道緊急改善済面積/合流式下水道緊急改善予定面積。
※合流式下水道緊急改善予定面積とは、緊急改善を行うために平成21年6月に国の同意を得た面積。
高度処理を実施している地域の人口/行政区域内人口（住民基本台帳）
下水道維持管理サービス向上のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝＥ60とは分母が異なる（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、高度処理が必要な区域の人口を分母とする）。

下水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量は除く。）。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量。※エネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素量に加えて、汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
も含む。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理区域内人口

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理水量（市営浄化センターの総処理水量）

消化ガス発電により発電された電力量。（発電機補機使用電力量を除く）

汚水処理過程で発生した汚泥（脱水ケーキ）の発生量。

固形燃料、セメント、コンポスト等として有効利用（リサイクル）した汚泥量。

汚泥のリサイクル率。汚泥利用量/発生汚泥量

（3）下水道の維持管理に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

汚水処理量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

雨水処理量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

年間総処理水量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

現在晴天時平均処理水量 ｍ /日

年間有収水量（下水道） ｍ

有収率（下水道） ％

浄化センター・ポンプ場の施設機器の更
新率

％

電 年間電力量 ｋWｈ

力 処理水量１ｍ あたり電力量 ｋWｈ/ｍ

（4）下水道事業における環境に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

再生水利用量 ｍ

再生水の使用率 ％

汚水処理率 ％

合流式下水道緊急改善率※ ％

高度処理人口普及率 ％

エネルギーの使用に伴う下水道事業の二
酸化炭素排出量
下水道事業に係る温室効果ガス発生量
（汚泥焼却等によるものも含む）

処理人口１人あたり温室効果ガス排出量 ｋｇ-CO /人

処理水量１ｍ あたり温室効果ガス排出量 ｇ-CO

消化ガス発電量 ｋWｈ

汚 発生汚泥量（脱水ケーキ） ｔ

汚泥の有効利用量 ｔ

泥 汚泥の有効利用率 ％

再
生
水
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定義・解説・注釈

浄化センター（中部、東部、南部、西部、北部(県営)、城南、宇土市(富合町分を受入)）で処理した汚水量。

市営の浄化センター（中部、東部、南部、西部、城南）で処理した汚水量。

浄化センター（中部、東部）で処理した雨水量。

市営の浄化センター（中部、東部）で処理した雨水量。

浄化センター（中部、東部、南部、西部、北部(県営)、城南、宇土市(富合町分を受入)）で処理した総処理水量。

市営の浄化センター（中部、東部、南部、西部、城南）で処理した総処理水量。

実績日平均処理水量（過去1年実績）。

下水道使用料徴収の対象となった汚水の年間水量。

年間有収水量（下水道）/汚水処理量。処理した汚水のうち下水道使用料徴収の対象となる有収水の割合、高いほど不明水等が少なく、効率的である。

下水道施設機器の更新が完了した施設数/下水道施設機器で更新が必要な施設数（H20～H30）

浄化センター、中継ポンプ場、マンホールポンプ場などの下水道施設で使用した総電力量。

電力量/処理水量（市営の浄化センターの総処理水量）

定義・解説・注釈

再生水を利用（場内及び場外利用）した１年間の水量。

年間再生水利用量/処理水量。

（下水道処理区域内人口+合併浄化槽処理人口+農業集落排水処理人口）/行政区域内人口
行政区域内人口は、住民基本台帳による。
合流式下水道緊急改善済面積/合流式下水道緊急改善予定面積。
※合流式下水道緊急改善予定面積とは、緊急改善を行うために平成21年6月に国の同意を得た面積。
高度処理を実施している地域の人口/行政区域内人口（住民基本台帳）
下水道維持管理サービス向上のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝＥ60とは分母が異なる（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、高度処理が必要な区域の人口を分母とする）。

下水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量は除く。）。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量。※エネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素量に加えて、汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
も含む。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理区域内人口

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理水量（市営浄化センターの総処理水量）

消化ガス発電により発電された電力量。（発電機補機使用電力量を除く）

汚水処理過程で発生した汚泥（脱水ケーキ）の発生量。

固形燃料、セメント、コンポスト等として有効利用（リサイクル）した汚泥量。

汚泥のリサイクル率。汚泥利用量/発生汚泥量

（3）下水道の維持管理に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

汚水処理量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

雨水処理量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

年間総処理水量 ｍ

うち市浄化センター処理量 ｍ

現在晴天時平均処理水量 ｍ /日

年間有収水量（下水道） ｍ

有収率（下水道） ％

浄化センター・ポンプ場の施設機器の更
新率

％

電 年間電力量 ｋWｈ

力 処理水量１ｍ あたり電力量 ｋWｈ/ｍ

（4）下水道事業における環境に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

再生水利用量 ｍ

再生水の使用率 ％

汚水処理率 ％

合流式下水道緊急改善率※ ％

高度処理人口普及率 ％

エネルギーの使用に伴う下水道事業の二
酸化炭素排出量
下水道事業に係る温室効果ガス発生量
（汚泥焼却等によるものも含む）

処理人口１人あたり温室効果ガス排出量 ｋｇ-CO /人

処理水量１ｍ あたり温室効果ガス排出量 ｇ-CO

消化ガス発電量 ｋWｈ

汚 発生汚泥量（脱水ケーキ） ｔ

汚泥の有効利用量 ｔ

泥 汚泥の有効利用率 ％
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定義・解説・注釈

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。収益的支出の財源となる収入。税込金額で表示される予算額に対応するため、税込表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。汚水処理や維持管理に要する費用（人件費や施設維持のための電気代、薬品費、修理代等）。税込金額
で表示される予算額に対応するため税込表示。

収益的収入から収益的支出を引いたもの。

企業債、他会計出資金、補助金等、下水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）の財源となる収入。税込金額で表示される予算額
に対応するため、税込表示。
下水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）。施設の建設や改良等の設備投資に必要な経費など。税込金額で表示される予算額
に対応するため、税込表示。

資本的収入から資本的支出を引いたもの。

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業収入のうち下水道使用料による収入の額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。 施設を維持し、汚水を処理するための費用。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

下水道事業収益から下水道事業費用を引いたもの。正の場合は利益を、負の場合は損失を示す。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定資産（有形固定資産（土地・建物・構築物等）、無形固定資産、投資）及び流
動資産（現金預金、未収金、貯蔵品等）の合計額。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定負債（退職給与引当金等）及び流動負債（未払金等）の合計額。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する資本金（自己資本金、借入資本金）及び剰余金（資本剰余金、利益剰余金（減債
積立金、当年度純利益等））の合計額。

減債積立金（企業債償還など設備投資関係の資本的収支不足額を補てんするための積立）や当年度純利益等。

下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する企業債(負債又は借入資本金)の残高。

有収水量1㎥あたり、どれだけの収益を得ているかを示す値。経営上は汚水処理原価を著しく下回るのは好ましくない。

有収水量1㎥あたり、どれだけの汚水処理費用が掛かるかを示す値。低いほど汚水処理経費が抑制されたことを示す（平成25年度までは国庫補助金分
についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）
上記指標の計算過程において、汚水処理経費から分流式下水道経費の公費負担分を控除した値（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償
却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。
汚水処理原価のうち、維持管理費を示す値。
維持管理費とは、職員人件費を初め、動力費、薬品費、施設修理費、管渠清掃費など。
汚水処理原価のうち、資本費を示す値（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。
資本費とは、減価償却費（企業債償還元金）と企業債支払利息。
汚水処理に要する費用を、下水道使用料でどの程度回収できたかを示す割合で、100％以上であれば、汚水処理に要する費用を使用料収入で賄われ
ていて、経営の健全性を示す（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。

使用料回収率のうち、維持管理費に占める割合。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く下水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

（5）下水道事業会計に関する指標　※千円未満四捨五入

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

収益的収入(税込） 千円

決 収益的支出(税込） 千円

収益的収支(税込） 千円

資本的収入(税込） 千円

算 資本的支出(税込） 千円

資本的収支(税込） 千円 △ 6,498,492 △ 7,216,492 △ 6,777,398 △ 6,621,241 △ 7,313,132

損 下水道事業収益（税抜） 千円

益 うち下水道使用料収入（税抜） 千円

計 下水道事業費（税抜） 千円

算 下水道事業当年度純利益 千円

貸 貸借対照表　資産の部 千円

借 貸借対照表　負債の部 千円

対 貸借対照表　資本の部 千円

照 利益剰余金 千円

表 企業債残高 千円

使用料単価 円/ｍ

汚水処理原価 円/ｍ

汚水処理原価（分流式経費を除く） 円/ｍ

汚水処理原価（維持管理費） 円/ｍ

汚水処理原価（資本費、但し分流式経費を除く） 円/ｍ

経費回収率（分流式経費を除く） ％

使用料回収率（維持管理費） ％

（6）職員（下水道事業会計支弁職員）

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

下水道事業会計支弁職員 人

うち損益勘定職員数 人

処理水量 ｍ /人

処理水量（損益勘定職員） ｍ /人

年間有収水量 ｍ /人

年間有収水量（損益勘定職員） ｍ /人

下水道使用料収入 円/人

下水道使用料収入（損益勘定職員） 円/人

経
　
営
　
分
　
析

指標名

指標名

職
員
１
人
当
た
り
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定義・解説・注釈

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。収益的支出の財源となる収入。税込金額で表示される予算額に対応するため、税込表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。汚水処理や維持管理に要する費用（人件費や施設維持のための電気代、薬品費、修理代等）。税込金額
で表示される予算額に対応するため税込表示。

収益的収入から収益的支出を引いたもの。

企業債、他会計出資金、補助金等、下水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）の財源となる収入。税込金額で表示される予算額
に対応するため、税込表示。
下水道の施設を作るための費用（建設改良費・企業債償還金等）。施設の建設や改良等の設備投資に必要な経費など。税込金額で表示される予算額
に対応するため、税込表示。

資本的収入から資本的支出を引いたもの。

営業収入、営業外収入、特別利益の合計額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業収入のうち下水道使用料による収入の額。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

営業費用、営業外費用、特別損失の合計額。 施設を維持し、汚水を処理するための費用。経営の状態を把握するため、消費税抜きで表示。

下水道事業収益から下水道事業費用を引いたもの。正の場合は利益を、負の場合は損失を示す。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定資産（有形固定資産（土地・建物・構築物等）、無形固定資産、投資）及び流
動資産（現金預金、未収金、貯蔵品等）の合計額。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する固定負債（退職給与引当金等）及び流動負債（未払金等）の合計額。

貸借対照表のうち、下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する資本金（自己資本金、借入資本金）及び剰余金（資本剰余金、利益剰余金（減債
積立金、当年度純利益等））の合計額。

減債積立金（企業債償還など設備投資関係の資本的収支不足額を補てんするための積立）や当年度純利益等。

下水道事業会計が期日（各年度末）現在で保有する企業債(負債又は借入資本金)の残高。

有収水量1㎥あたり、どれだけの収益を得ているかを示す値。経営上は汚水処理原価を著しく下回るのは好ましくない。

有収水量1㎥あたり、どれだけの汚水処理費用が掛かるかを示す値。低いほど汚水処理経費が抑制されたことを示す（平成25年度までは国庫補助金分
についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）
上記指標の計算過程において、汚水処理経費から分流式下水道経費の公費負担分を控除した値（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償
却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。
汚水処理原価のうち、維持管理費を示す値。
維持管理費とは、職員人件費を初め、動力費、薬品費、施設修理費、管渠清掃費など。
汚水処理原価のうち、資本費を示す値（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。
資本費とは、減価償却費（企業債償還元金）と企業債支払利息。
汚水処理に要する費用を、下水道使用料でどの程度回収できたかを示す割合で、100％以上であれば、汚水処理に要する費用を使用料収入で賄われ
ていて、経営の健全性を示す（平成25年度までは国庫補助金分についてみなし償却を実施、26年度からは長期前受金戻入分を控除）。

使用料回収率のうち、維持管理費に占める割合。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く下水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

（5）下水道事業会計に関する指標　※千円未満四捨五入

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度 平 成 年 度

収益的収入(税込） 千円

決 収益的支出(税込） 千円

収益的収支(税込） 千円

資本的収入(税込） 千円

算 資本的支出(税込） 千円

資本的収支(税込） 千円 △ 6,498,492 △ 7,216,492 △ 6,777,398 △ 6,621,241 △ 7,313,132

損 下水道事業収益（税抜） 千円

益 うち下水道使用料収入（税抜） 千円

計 下水道事業費（税抜） 千円

算 下水道事業当年度純利益 千円

貸 貸借対照表　資産の部 千円

借 貸借対照表　負債の部 千円

対 貸借対照表　資本の部 千円

照 利益剰余金 千円

表 企業債残高 千円

使用料単価 円/ｍ

汚水処理原価 円/ｍ

汚水処理原価（分流式経費を除く） 円/ｍ

汚水処理原価（維持管理費） 円/ｍ

汚水処理原価（資本費、但し分流式経費を除く） 円/ｍ

経費回収率（分流式経費を除く） ％

使用料回収率（維持管理費） ％

（6）職員（下水道事業会計支弁職員）

番号 単位 平 成 年 度 平 成 年 度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

下水道事業会計支弁職員 人

うち損益勘定職員数 人

処理水量 ｍ /人

処理水量（損益勘定職員） ｍ /人

年間有収水量 ｍ /人

年間有収水量（損益勘定職員） ｍ /人

下水道使用料収入 円/人

下水道使用料収入（損益勘定職員） 円/人

経
　
営
　
分
　
析

指標名

指標名

職
員
１
人
当
た
り
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定義・解説・注釈

熊本県統計調査課にて算出された推計人口（国勢調査による人口及び世帯数を基準とし、住民基本台帳及び外国人登録法などに基づき市に届出の
あった出生・死亡などの数を加減して集計算出された数値）。

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

定義・解説・注釈

災害対策用貯水施設の貯水容量。

応急給水施設数/給水区域面積
※平成27年度までは応急給水施設数に他部署所管の耐震性貯水槽を含む。
耐震対策の施されている配水池有効容量/配水池等有効容量
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されている浄水施設能力/全浄水施設能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されているポンプ所能力/耐震化対象ポンプ所能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）

耐震適合性のある基幹管路/基幹管路総延長

耐震管延長/管路総延長

ポンプ場及び浄化センター耐震対策実施済施設数/ポンプ場及び浄化センター施設総数

耐震化済延長/整備済延長

重点6地区の改善排水面積/重点6地区の総排水面積

定義・解説・注釈

上下水道局が参画した地下水の推定かん養量。
※平成28年度までは(公財)くまもと地下水財団負担金に相当する推定かん養量は除く。
熊本市第6次総合計画に基づくアンケート調査の結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。
※平成28年度からは第7次総合計画への移行に伴うアンケート内容の変更により未調査。

再生水を利用（場内及び場外利用）した１年間の水量。

年間再生水利用量/処理水量

（下水道処理区域内人口+合併浄化槽処理人口+農業集落排水処理人口）/行政区域内人口
行政区域内人口は、住民基本台帳による。
合流式下水道緊急改善済面積/合流式下水道緊急改善予定面積
※合流式下水道緊急改善予定面積とは、緊急改善を行うために平成21年6月に国の同意を得た面積。
高度処理を実施している地域の人口/行政区域内人口（住民基本台帳）
下水道維持管理サービス向上のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝＥ60とは分母が異なる（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、高度処理が必要な区域の人口を分母とする）。

３　上下水道事業共通

(1)行政区域に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
共通 行政区域内人口（推計人口） 人

【再】
共通 行政区域内人口（住民基本台帳） 人

【再】
共通 行政区域内面積

(2)災害に強い上下水道に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道 災害対策用貯水施設貯水量 ｍ

【再】
水道 応急給水施設密度※ 箇所/100ｋｍ

【再】
水道 配水池の耐震化率※ ％

【再】
水道 浄水施設の耐震化率※ ％

【再】
水道 ポンプ所の耐震化率※ ％

【再】
水道 耐震適合性のある基幹管路の割合※ ％

【再】
水道 水道管路の耐震化率※ ％

【再】
下水 ポンプ場及び浄化センターの耐震対策実施率 ％

【再】
下水 下水道管路の耐震化率 ％

【再】
下水 重点６地区の対策率 ％

(3)水循環社会の形成に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道

上下水道局が参画した地下水の推定か
ん養量 万ｍ

【再】
水道 水道水をおいしいと感じる市民の割合※ ％

【再】
下水 再生水利用量 ｍ

【再】
下水 再生水の使用率 ％

【再】
下水 汚水処理率 ％

【再】
下水 合流式下水道緊急改善率※ ％

【再】
下水 高度処理人口普及率 ％

指標名

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

熊本県統計調査課にて算出された推計人口（国勢調査による人口及び世帯数を基準とし、住民基本台帳及び外国人登録法などに基づき市に届出の
あった出生・死亡などの数を加減して集計算出された数値）。

年度末現在住民基本台帳に登録された人口。

国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」による区域の面積。

定義・解説・注釈

災害対策用貯水施設の貯水容量。

応急給水施設数/給水区域面積
※平成27年度までは応急給水施設数に他部署所管の耐震性貯水槽を含む。
耐震対策の施されている配水池有効容量/配水池等有効容量
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されている浄水施設能力/全浄水施設能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）
耐震対策の施されているポンプ所能力/耐震化対象ポンプ所能力
※平成27年度までは旧市内のみ（富合町・城南町・植木町を除く）

耐震適合性のある基幹管路/基幹管路総延長

耐震管延長/管路総延長

ポンプ場及び浄化センター耐震対策実施済施設数/ポンプ場及び浄化センター施設総数

耐震化済延長/整備済延長

重点6地区の改善排水面積/重点6地区の総排水面積

定義・解説・注釈

上下水道局が参画した地下水の推定かん養量。
※平成28年度までは(公財)くまもと地下水財団負担金に相当する推定かん養量は除く。
熊本市第6次総合計画に基づくアンケート調査の結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。
※平成28年度からは第7次総合計画への移行に伴うアンケート内容の変更により未調査。

再生水を利用（場内及び場外利用）した１年間の水量。

年間再生水利用量/処理水量

（下水道処理区域内人口+合併浄化槽処理人口+農業集落排水処理人口）/行政区域内人口
行政区域内人口は、住民基本台帳による。
合流式下水道緊急改善済面積/合流式下水道緊急改善予定面積
※合流式下水道緊急改善予定面積とは、緊急改善を行うために平成21年6月に国の同意を得た面積。
高度処理を実施している地域の人口/行政区域内人口（住民基本台帳）
下水道維持管理サービス向上のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝＥ60とは分母が異なる（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは、高度処理が必要な区域の人口を分母とする）。

３　上下水道事業共通

(1)行政区域に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
共通 行政区域内人口（推計人口） 人

【再】
共通 行政区域内人口（住民基本台帳） 人

【再】
共通 行政区域内面積

(2)災害に強い上下水道に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道 災害対策用貯水施設貯水量 ｍ

【再】
水道 応急給水施設密度※ 箇所/100ｋｍ

【再】
水道 配水池の耐震化率※ ％

【再】
水道 浄水施設の耐震化率※ ％

【再】
水道 ポンプ所の耐震化率※ ％

【再】
水道 耐震適合性のある基幹管路の割合※ ％

【再】
水道 水道管路の耐震化率※ ％

【再】
下水 ポンプ場及び浄化センターの耐震対策実施率 ％

【再】
下水 下水道管路の耐震化率 ％

【再】
下水 重点６地区の対策率 ％

(3)水循環社会の形成に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道

上下水道局が参画した地下水の推定か
ん養量 万ｍ

【再】
水道 水道水をおいしいと感じる市民の割合※ ％

【再】
下水 再生水利用量 ｍ

【再】
下水 再生水の使用率 ％

【再】
下水 汚水処理率 ％

【再】
下水 合流式下水道緊急改善率※ ％

【再】
下水 高度処理人口普及率 ％

指標名

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

上下水道局（水道事業、下水道事業、管理業務）全体で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
は除く。）。

水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

下水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量は除く。）。

管理業務で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

上水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/年間配水量

水道施設における太陽光発電設備、小水力発電等の自然エネルギーの発電量。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量。※エネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素量に加えて、汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
も含む。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理区域内人口

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理水量（市営浄化センターの総処理水量）

消化ガス発電により発電された電力量。（発電機補機使用電力量を除く）

汚泥のリサイクル率。汚泥利用量/発生汚泥量

定義・解説・注釈

水道施設、下水道施設、水の科学館への見学者の数。

ホームページのページ閲覧数。

上下水道に関するアンケートに回答した人数。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く下水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を含む上下水道局の職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

(4)環境に配慮した事業運営に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

共通
エネルギーの使用に伴う上下水道局の二
酸化炭素排出量

【再】
水道

エネルギーの使用に伴う上水道事業の二
酸化炭素排出量

【再】
下水

エネルギーの使用に伴う下水道事業の二
酸化炭素排出量

共通
エネルギーの使用に伴う管理業務の二酸
化炭素排出量

【再】
水道 配水量１ｍ あたり二酸化炭素排出量 ｇ-CO

【再】
水道 水道施設における自然エネルギー発電量 ｋWｈ

【再】
下水

下水道事業に係る温室効果ガス発生量
（汚泥焼却等によるものも含む）※

【再】
下水 処理人口１人あたり温室効果ガス排出量 ｋｇ-CO /人

【再】
下水 処理水量１ｍ あたり温室効果ガス排出量 ｇ-CO

【再】
下水 消化ガス発電量 ｋWｈ

【再】
下水 汚泥の有効利用率 ％

(5)広報・広聴に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

共通 上下水道施設見学者数 人

共通 ホームページ閲覧数 頁

共通 アンケート回答人数 件

共通
上下水道局の経営が効率的かつ効果的
に運営されていると感じる市民の割合

％

共通
上下水道局の情報提供に満足している市
民の割合

％

共通
上下水道局を信頼できると感じている市
民の割合

％

（6）職員に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道 水道事業会計支弁職員 人

【再】
水道 うち損益勘定職員数 人

【再】
下水 下水道事業会計支弁職員 人

【再】
下水 うち損益勘定職員数 人

共通 上下水道局職員数 人

【再】
水道 職員１人当たり年間配水量 ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり処理水量 ｍ /人

【再】
水道

職員１人当たり年間配水量（損益勘定職
員） ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり処理水量（損益勘定職員） ｍ /人

【再】
水道 職員１人当たり年間有収水量 ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり年間有収水量 ｍ /人

【再】
水道

職員１人当たり年間有収水量（損益勘定
職員） ｍ /人

【再】
下水

職員１人当たり年間有収水量（損益勘定
職員） ｍ /人

【再】
水道 職員１人当たり水道料金収入 円/人

【再】
下水 職員１人当たり下水道使用料収入 円/人

【再】
水道

職員１人当たり水道料金収入（損益勘定
職員）

円/人

【再】
下水

職員１人当たり下水道使用料収入（損益
勘定職員）

円/人

指標名

指標名

指標名
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定義・解説・注釈

上下水道局（水道事業、下水道事業、管理業務）全体で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
は除く。）。

水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

下水道事業で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量（汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量は除く。）。

管理業務で、エネルギーの使用に伴い発生した二酸化炭素量。

上水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/年間配水量

水道施設における太陽光発電設備、小水力発電等の自然エネルギーの発電量。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量。※エネルギーの使用に伴い発生する二酸化炭素量に加えて、汚泥の焼却等により発生する二酸化炭素量
も含む。

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理区域内人口

下水道事業に伴い発生する二酸化炭素量/処理水量（市営浄化センターの総処理水量）

消化ガス発電により発電された電力量。（発電機補機使用電力量を除く）

汚泥のリサイクル率。汚泥利用量/発生汚泥量

定義・解説・注釈

水道施設、下水道施設、水の科学館への見学者の数。

ホームページのページ閲覧数。

上下水道に関するアンケートに回答した人数。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

上下水道に関するアンケート調査結果。｢とても感じる｣または｢やや感じる｣と回答した人の合計を示す。

定義・解説・注釈

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を除く下水道事業の営業活動に係る職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

管理者（特別職）を含む上下水道局の職員数。括弧書きについては 再任用職員数を示すが、合計人数からは除く。

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間配水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

総処理水量（市営浄化センター）/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員）

年間有収水量/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

年間有収水量/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員）

水道料金収入/職員数（水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

下水道使用料収入/職員数（下水道事業会計支弁職員損益勘定職員）

(4)環境に配慮した事業運営に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

共通
エネルギーの使用に伴う上下水道局の二
酸化炭素排出量

【再】
水道

エネルギーの使用に伴う上水道事業の二
酸化炭素排出量

【再】
下水

エネルギーの使用に伴う下水道事業の二
酸化炭素排出量

共通
エネルギーの使用に伴う管理業務の二酸
化炭素排出量

【再】
水道 配水量１ｍ あたり二酸化炭素排出量 ｇ-CO

【再】
水道 水道施設における自然エネルギー発電量 ｋWｈ

【再】
下水

下水道事業に係る温室効果ガス発生量
（汚泥焼却等によるものも含む）※

【再】
下水 処理人口１人あたり温室効果ガス排出量 ｋｇ-CO /人

【再】
下水 処理水量１ｍ あたり温室効果ガス排出量 ｇ-CO

【再】
下水 消化ガス発電量 ｋWｈ

【再】
下水 汚泥の有効利用率 ％

(5)広報・広聴に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

共通 上下水道施設見学者数 人

共通 ホームページ閲覧数 頁

共通 アンケート回答人数 件

共通
上下水道局の経営が効率的かつ効果的
に運営されていると感じる市民の割合

％

共通
上下水道局の情報提供に満足している市
民の割合

％

共通
上下水道局を信頼できると感じている市
民の割合

％

（6）職員に関する指標

番号 単位 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

【再】
水道 水道事業会計支弁職員 人

【再】
水道 うち損益勘定職員数 人

【再】
下水 下水道事業会計支弁職員 人

【再】
下水 うち損益勘定職員数 人

共通 上下水道局職員数 人

【再】
水道 職員１人当たり年間配水量 ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり処理水量 ｍ /人

【再】
水道

職員１人当たり年間配水量（損益勘定職
員） ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり処理水量（損益勘定職員） ｍ /人

【再】
水道 職員１人当たり年間有収水量 ｍ /人

【再】
下水 職員１人当たり年間有収水量 ｍ /人

【再】
水道

職員１人当たり年間有収水量（損益勘定
職員） ｍ /人

【再】
下水

職員１人当たり年間有収水量（損益勘定
職員） ｍ /人

【再】
水道 職員１人当たり水道料金収入 円/人

【再】
下水 職員１人当たり下水道使用料収入 円/人

【再】
水道

職員１人当たり水道料金収入（損益勘定
職員）

円/人

【再】
下水

職員１人当たり下水道使用料収入（損益
勘定職員）

円/人

指標名

指標名

指標名
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Ⅰ 熊本市水道事業の沿革

１ 水道事業のあゆみ

熊本市の上水道事業は、大正 年に八景水谷を水源地、立田山を配水池として、坪井や新屋敷

など中心市街地に給水を開始したのが始まりです。その後、本市が周辺町村との合併などで拡大・発

展する中、水需要も増加の一途をたどり、上水道事業はこれに対応するため、新たな水源の確保や

水道管の整備などを行い、第 次から第 次までの拡張事業を推進してきました。熊本市水道事業の

特徴は、水道水源を ％天然地下水で賄っている点にあります。熊本の地下水は、雨水が地下に

浸透して流れていく間に自然にろ過され、きれいになります。その水質は極めて良質で安定しており、

日本屈指のおいしい水として広く知られています。水道の蛇口をひねれば、おいしい天然水が出る、

そんな暮らしが熊本にはあります。

一方、上水道事業が施設の拡張から維持管理の時代へと変化する中で、本市も平成 年度から第

次配水管整備事業として、老朽化した水道管を順次更新するとともに、平成 年度からは第 次施

設整備事業として、管路以外の老朽化した上水道施設も計画的に更新しています。また、地震や台

風などの災害にも強い水道を構築するために、主要な水源地や配水場の耐震化を行うとともに、緊急

遮断弁を設置し緊急貯水量を確保するなど、防災対策強化にも取り組んでいます。

近年では、人口増加の鈍化や市民の節水意識の高揚などにより、水需要の伸びは見込めず、経

営環境は厳しさを増しています。このような中で、平成 年度から 年度まで経営改善計画を立案

し、財政の健全化、事業の効率化、組織の活性化などに取り組んできましたが、平成 年度には、健

全な経営のもとで、将来にわたり安全で良質な水道水を安定的に供給していくために、熊本市上水

道事業の経営の基本方針とこれを達成する手段を定める計画として、「熊本市水道事業経営基本計

画」を策定し、平成 年度には第 次配水管整備事業・第 次施設整備事業などの諸事業を引き

継ぐとともに、｢熊本市水道事業経営基本計画」を実現・具体化するために必要な上水道施設の整備

実施計画として、｢水道施設整備実施計画｣を策定しました。

平成 年度には、平成 年度の上下水道組織統合や平成 年度からの政令指定都市移行な

どを踏まえ、上下水道のこれまでの取組みを整理再構築し、上下水道局が目指すべき方向性を明ら

かにするため、｢熊本市上下水道事業経営基本計画｣を策定しました。

さらに、平成 年 月に厚生労働省が公表した新水道ビジョンに基づき、平成 年度に｢水道施

設整備実施計画｣の中間見直しを行い、全市民がいつでもおいしく水を飲めるような「安心な水道」、

地震などの災害に強い「強靭な水道」、健全な運営体制を確保した「水道サービスの持続」を目指し

ています。

また、平成 年度の富合町との合併に伴い つの町営簡易水道を、平成 年度の城南町・植木

町との合併に伴い両町の つの上水道事業及び つの簡易水道事業を引き継ぎました。これらの水

道事業の統合を進めるために、平成 年度には、富合町の簡易水道を熊本市上水道事業に統合す

るとともに熊本市南部方面の整備を行うために、「第 次拡張事業」に着手しました。また、平成 年

度には、城南町・植木町の上水道事業及び簡易水道事業を統合し、 つの上水道事業（熊本市水道

事業）とする変更認可を受け、これらの施設の再編成や未普及地域の解消などにも取り組んでいま

す。
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